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                  はじめに 

 

 
住宅には法令規制対象部材の接合部やオーバーハング等、その形状等の多様化に起因して防火性能が必

要と考えられながら法令的位置付けが明確でなく、防火性能の確保の技術的考え方が指針化されてない部

位が多数存在する。また、建築基準法上の主要構造部および防火設備については告示による例示および性

能評価に基づく認定が規定されているが、実際の建物、特に低層住宅等では認定対象外の部分が数多く存

在する。これらの防火安全性確保は火災安全上、重要な課題であるばかりでなく、近年の建築審査の厳格

化によって問題とされるケースも出てきていることも少なくなく防火実務設計者を悩ましているのが現状

である。 

本解説集（Ｑ＆Ａ）ではまず、建築基準法による低層住宅の防耐火規制の考え方を正しく理解してもら

えるようにそれが定められた背景、経緯、根拠を踏まえながら法令の制定理由を解説した。そして住宅防

耐火に関する位置付けが不明確な事項について項目ごとに分類し、既往の実験、知見等により解説し防火

実務設計者の利便に供する為に編集したものである。ただし、本解説書は建築基準法その他法令解釈に言

及したものではないことに十分留意されたい。 

本解説集（Ｑ＆Ａ）の検討は「木質系住宅コンプライアンス検討ＷＧ」（2008～2009）から始まり、「住

宅の火災安全小委員会」の下部組織として発足した「住宅部材防耐火性能ＷＧ」（2010～2011）へと引き

継がれ検討を継続させた。これらＷＧ活動の目的としては（１）防火材料・防耐火構造の性能評価・認定

プロセスで盲点になっている施工方法の指針整備、（２）法令上、防耐火性能が必要なはずだが、法令上の

部位として定義が不明確な部位、性能評価の為の試験方法が整備されてない部位に関する実験データと性

能解釈例の整備、（３）既往の防火材料、防耐火構造等の要求条件を満足することが確認されているオープ

ン工法の材料・部材で告示未掲載のもののデータ整備等であった。これらに関しては継続検討課題となっ

ているものも多数ある。まずはできるところからデータベース化の第一歩を踏み出してみようということ

になったのが本解説集（Ｑ＆Ａ）である。 

そしてこれら法的不明確な部分の問題提起ならびに現在まで判明した知見を公開し、2011 年 3 月 日本

建築学会 関東支部 防火専門研究委員会との共同開催によるシンポジウム「住宅の火災安全性の課題と

その対策」（住宅部材の防耐火性能のコンプライアンスをどう確保するか）を開催するに至った。ここでの

発表原稿も本解説集に網羅されている。 

以上のような経緯を経て本解説集が発行されることは感慨深く、防火実務設計者の一助になるものと期

待するところではあるが、まだまだ検討項目・課題が山積しており未完の感もある。今後の技術革新の第

一歩と考えて頂ければ幸いである。 
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第１章 建築基準法による低層住宅の防耐火規制の考え方 

長谷見雄二(早稲田大学) 

 

低層住宅の構造の主体をなす木造には、建築基準法等により、種々の防火規制が行われている。木

造が防火規制されることは日本に限らないが、日本における木造の防火規制とその内容は、市街地建

築のほとんどが木造であった 20 世紀前半までの近代日本における建築火災の状況に負うところが大

きい。 
日本では、長い間、木造建築が密集する市街地で大火を繰り返したが、第二次世界大戦では、空襲

による火災で、全国の街並みの実に約 40%を焼失した。戦後も、春の強い季節風、フェーン現象、台

風等の強風時に大火が頻発した他、福井地震(1948)では、地震を原因とする火災が多数発生し、大火

となった。このため、戦後復興も軌道に乗り始めた 1950 年に導入された建築基準法では、木造の市

街地建築を強く規制するようになった。 
 

1.1 建築基準法による市街地大火防止の考え方と木造防火規制 

建築基準法の施行にともない、市街地のうち、都市活動を支える都心や、大火の時に延焼遮断帯と

なる広い道路の両側等は、強風や大地震等の条件のもとでも大火が起こらないようにするため、防火

地域に指定され、ほとんどの建物は耐火建築物とすることが定められた。また、住宅など、低層の建

物が多い市街地は，一般的な気象条件のもとで大火が起こりにくいようにするために準防火地域に指

定された。ある程度の規模の都市において、木造住宅が多く建てられるのは準防火地域で、まず、屋

根の不燃化が要求されたうえで、木造家屋の外壁のうち、敷地境界線や隣の建物に近い部分(1 階は

3m 以内、2 階以上は 5m 以内)は、延焼のおそれがあるため、防火構造とし、窓・扉等の開口部は防

火設備(網入りガラス入りの防火戸等)とすることが義務付けられるようになった。今日の市街地で、

モルタルや不燃サイディングで仕上げた木造建築が多く見られるのはそのためであるが、これらの防

火対策の趣旨は、いずれも建物の近隣で火災になった時に建物内部に延焼するのを防ごうとするもの

である。 
さらに、大規模な市街地以外でも、住宅がある程度の密度で建つ地域に対しては、屋根の不燃化の

みが要求されることになった(建築基準法の該当条文名を取って「22 条区域」という)。屋根の不燃化

は、火の粉の飛来による延焼防止効果が大きく、江戸時代にすでに江戸等の大都市の商人地で、草葺

き・板葺きから瓦葺きへの転換が進んだように、大火対策として歴史的に有効性が検証された対策で

あるが、戦後まで各地に多かった板葺き、草葺きの既存建物も、亜鉛鉄板等で覆えば良いため、1950
年代には、政府補助による屋根不燃化が急速に進んだ。大火のうち、強風を背景とするものは、1960
年代後半以降は、1976 年の酒田大火を除いて発生しなくなったが、屋根不燃化政策は、この大火の

激減に大きな効果をあげたと考えられる。 
 
1.2 火災に強い木造建築の技術開発と法令的位置づけ 

戦後長い間、木造建築が内部で火災になった時に、周囲に著しい延焼危険を及ぼすのは宿命的なも

のと考えられる傾向が続き、大規模建物や 3 階建て以上の建物は、鉄筋コンクリート造や鉄骨造のよ

うな耐火構造や不燃構造が求められていた。しかし、住宅の絶対数の不足が解消した 1970 年代半ば

頃から、プレハブ、枠組壁工法等、設計・生産に工業的手法が導入された木造の進出も相まって、木

造建築の防火技術の研究開発が進められるようになった。この結果、木造でも、壁や床などを不燃材

料で被覆したり、柱や梁を大きな断面の集成材で造れば、火災になっても、建物全体が崩壊したり、

炎上したりしないようにすることができ、都市防災や避難安全性からみて、鉄筋コンクリート造など

1



に近い性能を達成できることがわかってきた。 
こうして、1990 年代に入ると、まず、火災が続く間は崩壊しない構造として、準耐火構造という

新しい考え方が建築基準法に導入され、それまでより大規模な建物や 3 階建ての建物を木造で建てる

ことができるようになった。さらに、2000 年に建築基準法の性能規定化が施行されると、それまで

は不燃構造に限られていた耐火建築物も、木造で所定の性能を満たせば実現できる道が開かれ、現在

では、木造による耐火建築物も開発され、耐火 1 時間で建設できる 4 階建て以下の木質耐火建築が、

大規模福祉施設や防火地域の住宅を主な対象として、多数、建てられている。 
準耐火構造以上の建物は、火災が続く間は建物が崩壊したりすることがないという考え方で技術基

準が整備されており、その防火性能は、いわゆる裸木造はもとより、準防火地域の住宅に多い防火構

造に比べて格段に高度である。 
第二次世界大戦前、当時の在来構法で建てられた家屋を試験体として多数の火災実験が実施された

が、それによると、防火対策を特に講じていない木造家屋は、出火後、初期消火できなければ、10
分以内に建物全体が炎上して大規模な火炎を形成したり、多量の火の粉を撒き散らしたりする。もと

もと、119 番で消防が駆けつけて放水を始めるのにその程度の時間がかかるため、これでは消防によ

っても周辺への延焼防止が困難で、市街地大火の主な背景はこの点にあるといって過言ではない。す

なわち、近くの建物で出火・炎上して建物内部まで類焼すると、その建物も同様に短時間に周囲に延

焼危険を及ぼしてドミノ倒しのように火災が拡大して市街地火災に発展し兼ねない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
建築基準法の制定時から、敷地境界や隣棟に近い木造家屋の外壁をモルタル、サイディング等で被

覆する防火構造とするようにしたのは、市街地の建物で出火しても、次の建物の内部に類焼するのを

防ぐことを通じて、市街地火災にまで拡大するのを防止するためであった。このため、防火構造は、

外壁・軒裏については、外気側が火災加熱されても、建物内部側に火炎の貫通や、温度上昇による引

火が生じないようにしたうえで(それぞれ、遮炎性、遮熱性という)、外壁が長期荷重を負担する耐力

壁である場合は、火災加熱により崩壊しない性能(非損傷性という)が求められる。また、外壁開口部

のうち延焼のおそれのある部分に適用される防火設備については、荷重を負担せず、開口部として使

われる以上、屋内側で可燃物と接触することはないと仮定して、遮炎性だけが要求されている。 
防火構造は、このように、周囲で大きな火災が起こってもそれに巻き込まれないようにするための

もので、建物内部が防火的に補強されているわけではないから、建物内で出火した時の火の回りは速

く、周囲への延焼危険は、裸木造からそれほど改善されているとはいえない。 
これに対し、準耐火構造は、外壁だけでなく、間仕切壁、床、屋根など、建物本体を支える重要な

部位として建築基準法で主要構造部と定めている部位全体に適用されている。これらの部材が火災継

続時間を目安とする一定時間(法令では 45 分と 1 時間がある)、火災に耐えるようにしたのが準耐火

構造で、ほとんどの用途に対して、室内の可燃物が燃え尽きるまで崩壊しない性能を持つ。このため、

建物内で火がまわった後でも火炎の噴出がほぼ窓等の開口部に限られるなど、耐火構造に近い火災性

 

写真 伝統的な木造家屋群の火災実験  

─左側で炎上している家屋からの放射熱

で、右側の家屋外壁に引火したところ 
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状となり、建物全体の炎上を防げない防火構造以下に比べて、周囲への延焼危険を大きく軽減できる。

更に、火災になっても長時間、建物全体は崩壊しないため、建物内での避難・消防活動上の有利性も

高い。まわりからの類焼防止だけでなく、木造で、建物全体の防火性能を高めたのが準耐火構造で、

法令で、3 階建てを含む大規模建築のほか、福祉施設を含む多用途の施設への適用が認められている

のは、このためである。 
なお、準耐火構造と耐火構造の違いは、火災の後も、構造が自立して残るかどうかの違いを表す。

つまり、1 時間耐火構造は「1 時間、火災加熱が続いて鎮火した後も構造自体は自立を保つ」のに対

して、1 時間準耐火構造は、「1 時間、火災加熱が続く間、構造の自立が確保されるが、その後はわか

らない」ことを表している。長い間、耐火構造は不燃材料で作ることとされていたが、建築基準法性

能規定導入により、この性能を満足すれば材料は問わないこととなったため、木質耐火構造の道が開

かれたのである。 
また、準耐火建築物には、主要構造部を準耐火構造でつくるイ準耐火建築物と、外壁のみを耐火構

造でつくって市街地火災の危険を抑制した建物(ロ準耐火建築物 1 号)と鉄骨等の不燃材料で主要構造

部をつくる建物(ロ準耐火建築物 2 号)とがある。ロ準耐火建築物は、戦後長い間、耐火建築物と木造

の中間に位置する簡易耐火建築物として工場、倉庫等に多く使われてきたが、住宅では、イ準耐火建

築物が一般的である。 
さらに、省令準耐火建築物といわれている構造もあるが、これは、1970 年代後期の住宅の火災実

験により、主要構造部を不燃被覆等で防火的に保護すれば、防火性能を高度に改善できる見通しが得

られたため、市街地防災推進という観点から、当時の住宅金融公庫の融資条件を有利に設定するため

に誘導された基準である。当時は準耐火構造という概念が制度化される前であり、防火構造より上位

に、木造に適した防耐火性能の概念がなかったための措置であるが、省令簡易耐火建築物として 1980
年代に普及すると、火災損害等が一般的な防火構造に比べて目立って低いことが統計的にも明らかに

なり、火災保険上も、防火構造より有利な位置づけがされるようになり、準耐火建築物に簡易耐火建

築物が包含されるようになると、省令準耐火建築物と名称を変えて今日に至っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.3 部材・建具の防耐火性能の法令的位置づけ─告示と大臣認定 

 住宅には多様な部材・建具が用いられ、その製品も極めて多様である。法令上、防火構造については、

外壁・軒裏に防火構造として法的に位置づけられた仕様を適用する必要があり、準耐火構造については、

建築基準法上の主要構造部(柱、梁、床、耐力壁、防火区画壁、階段、屋根)について法的に位置づけら

れた仕様が必要である。その他、22 条区域以上の地域については、飛び火に対する類焼防止性能が要

求されており、法的に位置づけられた仕様が必要である。建具についても、延焼の恐れのある範囲や、

防火区画線上の開口部には防火設備等とすることが求められている。 
 これら法的な防耐火性能が要求される部材、建具については、建築基準法関連告示に例示された仕様

 

写真 木造三階建て共同住宅の火災実験   

─実験開始後約 3 時間で建物全体に火が回っ

たが、風下の木造家屋には延焼していない 
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(一般に告示仕様という)または、国交大臣認定を取得した仕様(一般に認定仕様という)を使う必要があ

る。 
 告示仕様は、広く使われていた建築材料で構成されるオープン工法による仕様について、国土交通省

が、防耐火性能を認めて、告示に掲載した仕様である。従って、防耐火性能が要求される部位にこの仕

様を適用すれば、法令適合するものと考えて良い。 
 認定仕様は、目標とする防耐火性能を達成するべく設計された仕様について、国交大臣指定性能評価

機関で性能評価を受けたうえ、国土交通省より認定を取得した仕様である。一般的には仕様の開発者や

それを市場に出そうとする者が、認定取得までの手続きを行うが、オープン工法である必要はない。 
以上のように、告示の趣旨は、法令に位置づけられた防耐火性能を、特定の製品によらずに誰でも実

現できる可能性を最低限、保証することであるのに対して、大臣認定の趣旨は、技術革新や製品の多様

化の振興を保証することであるといえる。建築基準法制定当時は、試験法が整備されておらず、ほぼ、

告示仕様だけであったが、その後、試験法を整備して大臣認定が増え、試験法自体も、火災に関する研

究成果を踏まえて、問題とする火災リスクを直接、評価できるようなものに変化してきた。また、大臣

認定を受けた仕様が普及して、告示に取り入れられたものもある。 
その一方、告示仕様と認定仕様とでは、法的に位置づけられる方法が違うことを反映して、設計や建

築生産の運用上、種々の違いが生じている。 
たとえば、建築部材・建具等には、同じ製品でも、仕様に多様なバリエーションがあることが多いが、

認定に係る費用の軽減や製品開発の自由度向上を目的に、それらを一体として認定取得することが期待

されることも多い。性能評価・大臣認定の取得にあたっては、多様な仕様のうち、危険側となる条件を

カバーできるように選択して性能評価を受ければ、より安全側の仕様は全て同時に評価されるようにす

ることができる。しかし、耐力壁準耐火構造における断熱材が準耐火性能に及ぼす影響のように、どの

ような条件が危険側になるかがまだ未解明なものもあり、部材の防耐火性能に関しては、このような考

え方がまだ、十分に生かされているとは言い難い。 
告示仕様の壁、床等は、それに更に他の建築部品を付加しても、法令上、そのまま、告示が指定する

防耐火性能を持つものとして扱われるが、認定仕様は、以上の説明のように、性能評価・認定時の仕様

に包含されない仕様は認められないから、一般には、他の建築部品を付加すれば、認定範囲から外れて

しまうことになる。建築物の安全性を維持しつつ、市場の多様な声に答えられるようにしていくには、

認定仕様のタイプごとに、どんな製品がどう付加されれば安全側になるのかを明らかにして、告示仕様

の運用に準じた扱いがされるようにすることも必要であろう。その一方で、外装材料等が著しく多様化

している今日、告示仕様は、どんな製品が付加されても間違いなく防耐火性能が安全側になるのか、見

直すことも必要ではないかとの意見もある。 
住宅は、形状も多様であるため、設計によっては、法令上のどの部位に該当するか判断がつき難い部

分が生じる場合もある。切妻壁の小屋裏に接する部分(外観上は外壁だが、機能的には軒裏)、外壁のオ

ーバーハングの部分(外観上は軒裏に近いが、機能的には外壁)など、枚挙にいとまがないが、これらに

ついては、防耐火性能上、当該部分に求められている性能が何かを見据えて、わかり易い判断基準が示

されていかないと、設計や確認の現場で混乱を招く可能性もある。こうした部位の中には、オーバーハ

ングのように、法令上の部位が決まったとしても、性能評価に使われている一般的な装置では、仕様を

再現し難いものもある。 
以上のように、住宅部材の防耐火性能の法令的扱いについては、法令に基づく部位の概念や性能評価

の方法では実際の建物の状況をカバーしきれないことによって生じる曖昧さ、性能評価・認定の仕組と

建築部材等のバリエーションの多さの間の調整が進まないことを背景とする、技術改良・意匠的取り組

み等の意欲の抑制など、解決が待たれている課題は少なくない。 
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第２章 住宅部材の防耐火性能に関するＱ＆Ａ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※文章中の略語は下記の通り 

 

基準法：建築基準法 

施行令：建築基準法施行令 

告示 ：建設省告示、国土交通小告示 

Ｈ(Ｓ)○建告(国交告)第○号：平成(昭和)○年建設省(国土交通省)告示第○号 

準耐火設計指針：準耐火建築物の防火設計指針 日本建築センター 

防火避難規定解説：建築物の防火避難規定の解説 2005(第 6版) 日本建築行政会議 

当ＷＧシンポジウム資料：日本建築学会関東支部防火専門研究委員会・日本建築学会防火委員会  

住宅の火災安全性の課題とその対策（住宅部材の防耐火性能のコンプラ

イアンスをどう確保するか）2011.3 資料 

 



２．１　法令上の分類や位置づけが不明確なもの

　　　サッシ周囲と外壁の境界部分

ｷｰﾜｰﾄﾞ　開口部、外壁、防火被覆

問い

開口部と外壁の境界は外装材がサイディング等乾式仕上の場合、意匠部材（サッシ上部の目
板、ケーシング）、シャッターボックス、庇等や防水シール処理(ハコ目地等）によりサッシと外
装被覆材との間で被覆材が途切れる部分が発生する場合がある。この部位の防火措置として
どのようなことに配慮すべきか？

　外装材同士の目地仕様は当該外壁構造の認定に規定があるため、開口部と外壁の境界も
この仕様に準拠することが望ましいと考えられる。

　市街地火災を想定した実大火災実験では、延焼評価用建物（木造3階建共同住宅）の開口
部周囲に10mm程度の隙間を設けシーリング材を施工した。また実験が地震後の火災を想定
したため、開口部四隅の外壁サイディングには地震による亀裂を想定した幅1～3mmのクラッ
クが人為的に入れられていた。各種測定データを解析した結果、報告書では「地震による劣化
を想定したクラックを設けた状態でも、外壁自体を貫通した部分が全くなかった」と報告されて
おり、このような実験条件においても市街地に建設される住宅の外壁に求められる防耐火性
能が得られることを示す結果となった。

解説

関連法令等

関連文書等
市街地における木造3階建共同住宅の延焼性状に関する実大火災実験　資料　建設省建築
研究所　1996年3月5日実施

※１

延焼評価用建物の窓に使用した防火戸の立断面

： 幅10mm程度のシーリング材施工

引用文献
※１　同上
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　　　バルコニー立ち上り部の外壁被覆

ｷｰﾜｰﾄﾞ　バルコニー、外壁

問い

バルコニーの防水立ち上り部は納まり上、外装被覆材が張れない部位である。この部分の防火
措置としてどのようなことに配慮すべきか？

　バルコニーの立ち上り部はバルコニー床や前面手すりの立ち上がりによる遮蔽効果によって
外部からの強い加熱を受けにくい部位である。市街地火災を想定した実大火災実験の延焼評
価用建物（木造3階建共同住宅）の当該部分はＦＲＰ防水仕上となっていた。バルコニーに面し
た外壁空間内部温度の測定結果をみると他の外壁部分の内部温度と同様に１時間準耐火構
造として所定の性能が得られており、当該部位が弱点となっていないことを示す結果となった。

ＦＲＰ防水仕上

解説

関連法令等

関連文書等
市街地における木造3階建共同住宅の延焼性状に関する実大火災実験　資料　建設省建築研
究所　1996年3月5日実施

木造3階建共同住宅 実大火災実験建

物の断面詳細図 ※１

バルコニー立ち上り

バルコニー床防水例 ※２

ＦＲＰ防水仕上

塩ビシート

防水仕上

引用文献
※１　同上
※２　枠組壁工法住宅工事仕様書　平成22年版　住宅金融支援機構監修
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　　　下屋、玄関ポーチ、カーポート等の天井仕様

ｷｰﾜｰﾄﾞ　下屋、玄関ポーチ、オーバーハング、カーポート、ピロティ、軒裏、床

問い

玄関ポーチ、建物内の組み込みカーポート等の屋外に接する天井は、軒裏と見るべきか或いは
屋根直下の天井と見るべきか？

　軒裏に求められる防耐火性能は市街地火災等における周辺からの類焼受害防止であり、屋
根の天井は屋内火災等における燃え抜け防止である。その観点から考えると屋外に解放され
ているかどうかが判断の拠り所となる。下屋の軒は軒裏仕様であり、下屋の屋内にある屋根直
下の天井は最上階の天井仕様に従うべきであろう。

　但し玄関ポーチで上階が載っている場合やピロティー車庫の天井は主要構造部の床に当たる
ため、当該部分は床の直下の天井と解釈できる。この場合、耐火または準耐火建築物には当
該部位の防火規定が基準法に定められているのため、この規定に従うこととなるが、防火構造
や準防火構造には当該部位の規定がないため外壁屋外側の仕様や軒裏防火構造の軒裏仕
様にすることが望ましい。

解説

関連法令等

関連文書等

上階が載っていない組み込みカーポート 

屋外に開放された自立壁 

上階が載っている組み込みカーポート 

引用文献
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　　　屋外に解放された両面外装材仕様の壁

ｷｰﾜｰﾄﾞ　外壁

問い

外壁構造の認定では屋内側の使用としてせっこうボード系材料を張るかまたは屋外側仕様の
両面張りに限定されているのが一般的である。
但し、組み込みカーポートの自立壁など屋外に解放された壁では内側も雨に濡れる恐れがある
ため、外側を建物外装と共通のモルタル仕上とし、内側をサイディング板等の認定を取得した外
壁構造の屋外側仕様にするなどの組み合わせは、防耐火性能上妥当か？

　外壁に求められる性能は屋内外それぞれの加熱に対する非損傷性と遮熱性である。遮熱性
は加熱面の反対側の空間に炎や熱によって延焼拡大しないことを求めた性能であり、特に屋外
からの加熱によって屋内に延焼拡大しないことが重要であろう。
　当該壁のように両面が屋外に露出して設けられている壁は屋外と屋内を分けている壁ではな
いため、実際の火災を考えると遮熱性に比べて建物の倒壊を抑制する非損傷性がより重要で
あると思われる。先に述べたような各々別個の認定を取得した外壁構造の屋外側仕様同士を
表裏組み合わせた壁は、非損傷性に関して当該建物に求められる所定の性能が損なわれると
は考え難く、法解釈を別とすれば当該壁の仕様は防火安全性の面で支障ないものと考えられ
る。

解説

関連法令等

関連文書等

上階が載っていない組み込みカーポート 

屋外に開放された自立壁 

屋外に開放された自立壁 

引用文献
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　　　床下換気口、基礎パッキン

ｷｰﾜｰﾄﾞ　床下換気口、基礎パッキン、開口部、外壁

問い

床下換気口として基礎や基礎と外壁土台との間に設ける基礎パッキンによる開口が延焼経路と
ならないためにどのように考えればよいか？

　防火構造や準防火性能の外壁に求められる防耐火性能は、隣棟の火災時に外壁が容易に
壊れないこと（非損傷性）、裏面に延焼するような熱を伝えないこと（遮熱性）である。また、外壁
の開口部（準防火地域の延焼のおそれのある部分など）に求められる防耐火性能（防火設備
等）は、隣棟火災時に容易に火炎を貫通しないこと（遮炎性）である。
　これらは、隣棟の火災に対して、一定時間（防火構造は30分、準防火性能及び防火設備は20
分）、当該建物内への延焼を抑制することを目的としている。
　
　基礎に設ける床下換気口（100～200×300～500mm程度）や基礎パッキンによる土台と基礎
の隙間（H30mm程度）が隣棟火災時に延焼経路にならないよう配慮することは重要なことだが、
① 隣棟火災時に基礎部分が受ける加熱は外壁に比べて小さいこと（形態係数が小さくなる）
② 基礎内部には当該建物内部への延焼した際に急激な燃焼拡大を引き起こす収納可燃物
（家具や内装など）がほとんどないこと
③ 既往の木造3階建て共同住宅の実大火災実験（H８に当時の建設省建築研究所が実施）で
は基礎部の開口からの延焼がなかったこと
を考慮すると、外壁や外壁開口部に準じた特別な防火的な措置がなくても弱点になる可能性は
小さいといえるだろう。

　少しでも防火的な配慮をしたいという要望がある場合には、床下換気口や基礎と土台の隙間
に特定防火設備の告示例示仕様である金網（網目2mm以下）を設置すれば、火炎貫通を抑制

解説

関連法令等
H12建告第1369号第1第七号

関連文書等
市街地における木造3階建共同住宅の延焼性状に関する実大火災実験　資料　建設省建築研
究所　1996年3月5日実施

に特定防火設備の告示例示仕様である金網（網目2mm以下）を設置すれば、火炎貫通を抑制
することが可能となる。

延焼の恐れのある部分

引用文献
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　　　軒先部分１

ｷｰﾜｰﾄﾞ　軒裏、屋根、外壁

問い

屋根の軒先や破風、鼻かくしに求められる防耐火性能は何か？

　屋根の軒裏の防火構造に求められる防耐火性能は、隣棟火災時に軒裏裏面に延焼するよう
な熱を伝えない（遮熱性30分）ことである。一方、屋根葺き材に求められる防耐火性能（防火地
域・準防火地域や法22条区域）は、飛び火等に対して容易に屋根葺き材に着火しないこと。この
ように屋根と一口にいっても部位で求められる防耐火性能が異なる。これは、隣棟火災時に輻
射熱等を受けて延焼する場合と、飛び火が着床して延焼する場合があるためである。

　この部位ごとの要求性能に基づいて、軒先や破風、鼻隠しが隣棟火災時に延焼経路とならな
いためにどのように設計すればよいか考える。軒裏の防耐火性能を確保する方法は下図の2種
類が考えられ、それぞれで防火性能を確保するライン（以下、防火ラインと呼ぶ）が異なる。図１
では、軒先や破風、鼻隠しは防火ラインの外にある部材なので、その仕様は軒裏の防耐火性
能にほとんど影響を与えない。すなわち、どのような素材、納まりでもよいと考えられる。

　一方で、図２では、軒先や破風、鼻隠しが防火ラインそのものを形成するので、それらが延焼
経路にならないよう設計上配慮する必要があるだろう。破風や鼻隠しが突破されると容易に小
屋裏へ延焼する設計になっているのであれば、外壁や軒裏と同様の遮熱性を持たせたほうが
より安全な設計となる。この際、破風や鼻隠し部を外壁や軒裏の防火構造の仕様とする以外
に、木材30mm厚の上にガルバリウム鋼板を張っても同様の遮熱性を確保できるという実験
データもある。同様に木材45mm厚の上にガルバリウム鋼板を張れば準耐火構造の軒裏に求
められる45分の遮熱性を確保できることもわかっている。

解説

関連法令等

関連文書等
準耐火設計指針P51,52

められる45分の遮熱性を確保できることもわかっている。

図１ 木材現し軒裏 図２ 軒天材張り軒裏

引用文献
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　　　軒先部分２

ｷｰﾜｰﾄﾞ　軒裏、屋根

問い

ロ準耐建築物（第二号該当）では「柱及びはりが不燃材料で、その他の主要構造部が準不燃材
料で造る」とあるが、軒先や母屋等に部分的に木材を使用した場合、防耐火性能にどのような
影響を与えるか？

　ロ準耐火建築物（二号）は主要構造部を不燃材料（柱・はり）、準不燃材料（その他）でつくるこ
とにより、屋外及び屋内火災時に一定時間、建物の崩壊抑制（柱・はりが重要）や周辺建物へ
の延焼抑制や避難・消防活動の円滑化（床、壁、階段、屋根が重要）を達成しようとするもので
す。通常は鉄骨造で耐火被覆等をしない建物が設計されている。

　不燃材料は初期火災時に壁等が受ける輻射熱（50kW/m2）を20分間受けた際に、燃焼しな
い、有害な変形やガスを出さないこと等が求めらる。また、準不燃材料は10分間、同様の性能
が求めらる。

　木材が同様の加熱を受けた場合、すぐに着火して燃焼するが、構造体に必要な耐力の低下
は、部材断面が比較的大きければ限定的となる。たとえば、屋根を構成する母屋では、準不燃
材料が求められると考えると、木材は10分で10mm程度燃え進むので、母屋の断面が減少した
として屋根が崩壊しないか検討し、崩壊しない部材設計になっていれば、準耐火建築物に求め
られる市街地火災抑制上は大きな脅威にならないと考えられる。また、この木材がせっこうボー
ド等で被覆されていれば、木材への着火は、最低でもせっこうボードの厚みと同じ時間（せっこう
ボード12.5mmであれば12.5分）は遅延されるので、より安全な設計といえるだろう。

解説

関連法令等
施行令第109条の3第二号

関連文書等
防火避難規定解説P25

ロ準耐建築物（第二号該当）

引用文献
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　　　バルコニー

ｷｰﾜｰﾄﾞ　バルコニー、屋根、軒裏、外壁

問い

バルコニーについては防耐火性能上明確に規定されてないが、防火安全上どのように配慮す
べきか？

　バルコニーの防耐火上の要求性能を考える場合、その形態を分類する必要がある。大きく
は、①下部に下屋を伴わない片持ち梁形式のキャンティバルコニー　②バルコニー下部もしくは
その一部を下屋（一部はね出し）とするルーフバルコニー　に分類される。
　また、①のキャンティバルコニーについてさらに、Ａ：外壁の防火被覆上に取り付けられるもの
(足付きのバルコニーなども含む）、Ｂ：建物の構造体を持ち出して支えるもの　に分類される。

　①－Ａ　キャンティバルコニー（外壁被覆勝ち）の場合は、防火ラインが外壁面であるため、バ
ルコニー自体には防火上の特段の配慮は必要無しと考えられる。仮にそれが木製で造られて
いて外部火災延焼でバルコニーが燃えたとしても、可燃物量を考慮しても認定試験のISO加熱
曲線以上の不利な状態になることは到底考えにくく、外壁の防火安全性が損なわれる可能性は
低いだろう。

　バルコニーに防耐火上の性能が求められるのは、まず②の下部が屋内となる場合であり、バ
ルコニーには「屋根」としての性能が必要だろう。また、①－Bの構造体持出のキャンティバルコ
ニーや、②のルーフバルコニー跳ねだし部分では、外壁防火被覆がバルコニーと外壁の交差部
で途切れるため、その裏側には延焼防止の観点から「軒裏」と同等な性能が必要だろう。

　「屋根」としての性能が必要な場合は、地域に応じて要求された不燃性を確保すれば良いと考
える。具体的には、準防火地域の場合はバルコニー屋外側を飛び火認定（ＤＲ）を取得した塩ビ

解説

関連法令等

関連文書等

える。具体的には、準防火地域の場合はバルコ 屋外側を飛び火認定（ＤＲ）を取得した塩ビ
シート防水にするなどである。また、準耐火建築物の場合は準耐火構造の「屋根」として、ルー
フバルコニーの屋内側（下屋)直下には屋根の準耐火構造を満たす被覆が必要である。その場
合のバルコニー屋外側の扱いは既設問の「準耐火建築の屋根葺き材について」（P27）と同様に
考えられるので、参照されたい。
　「軒裏」としての被覆は、その屋内側が居室でない場合は「切妻小屋裏部及び外壁天井懐部
の屋内側防火被覆」（P17）と同様に考えられるだろう。

　　　　Ａ  外壁被覆勝ち　　　　Ｂ 構造体持出し　　　　　　　下屋　　　　　　下屋＋一部跳ねだし

　　　　　　　　　①　キャンティバルコニー　　　　　　　　　　　　　　②　ルーフバルコニー

引用文献
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　　　避難上有効なバルコニー

ｷｰﾜｰﾄﾞ　避難上有効なバルコニー、床、屋根、軒裏、外壁

問い

木三共などに使用する避難上有効なバルコニーの床については、前述のバルコニーに加えて
防火安全上どのような配慮が必要か？

　法令上、避難上有効なバルコニーが要求されるのは、施行令第121条に規定される２直階段
設置の緩和及び重複距離制限の緩和の場合、施行令第115条の2の2に規定されるいわゆる
「木三共」の場合である。前者の重複距離制限の緩和をしたい場合、2階建の共同住宅で木造、
もしくは防火木造で建築可能な場合でも設置対象となる。また、後者は1時間準耐火構造であ
る。

　前設問に述べた以上に考慮すべき点は、火災時に避難者がバルコニーを避難経路として使
用し、かつ一時的に避難者が滞留する場合が有るということ。人をバルコニーが支える事を考
慮すると、要求されるべき性能はバルコニー床下から床上への遮熱性及び人の自重を支える
性能であろう。

　その場合、準耐火構造の「床」とすれば性能的には満たすことと考えられる。但し、告示の例
示仕様を用いる場合、例示仕様は屋内を想定したものでせっこうボード等の被覆が主体であ
り、屋外への設置はそのままでは防耐火以前に耐久性上の問題があり、配慮は必要であろう。
屋外用途に適した準耐火構造の「床」の認定仕様であれば、以上の要求性能を満たすと考えら
れる。

　また、前設問の「軒裏」と同等な準耐火構造の被覆とした場合は、遮熱性は相応に担保される
が「床」と同等な非損傷性は担保されてない。「床」と同等な積載荷重を含めた非損傷性までは

解説

関連法令等
施行令第121条、施行令第115条の2の2

関連文書等
防火避難規定解説P47

が 床」と同等な非損傷性は担保されてない。 床」と同等な積載荷重を含めた非損傷性までは
要求されないとしても、少なくとも避難者の自重を支える床としての性能の検討は必要となるで
あろう。

引用文献
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　　　電磁誘導加熱式調理器（IHクッキングヒーター）

ｷｰﾜｰﾄﾞ　電磁誘導加熱式調理器

問い

電磁誘導加熱式調理器（IHクッキングヒーター）は火気使用室における「火を使用する設備また
は器具」と考えた方がよいか？

　住宅の火気使用室の内装制限は、住宅火災の出火原因（放火を除く）の第1位のコンロや第3
位のストーブ（薪ストーブ含む）を設置した部屋で出火した場合に、居住者が火炎や煙にまかれ
て避難困難にならないように、壁と天井の内装仕上げ材を燃えにくい（燃え拡がりにくい、燃え
抜けにくい、発熱しにくいなど）材料とするよう求めている。

　コンロ火災で被害が大きくなるのは主として天ぷら油に着火した火災といえるが、これはコンロ
がIHでもガスと同様に起こる場合がある。高齢者がIHクッキングヒーターを使うメリットは、通常
時は裸火を使わないので着衣への着火による被害を低減できることにあるが、IHクッキングヒー
ターによる天ぷら油火災を完全になくすことはできないのが現状である。現実に毎年、IHクッキ
ングヒーターによる天ぷら油火災件数は増えている。
　IHクッキングヒーターは“火を使用する設備または器具”に該当しないかもしれないが、“使い
方によっては火を生み出す設備または器具”であることは知っておく必要がある。

　H21国交告第225号では、ガスコンロや薪ストーブを使った、住宅の火気使用室の内装制限の
合理化が例示された。従来は、火気を使用する部屋全体の壁・天井を準不燃材料とすることが
求められているが、この考え方以外にも、天ぷら油火災や薪ストーブの輻射熱・対流熱で着火
する可能性のある壁や天井の範囲を詳細に計算し不燃材料とすれば、同一の部屋であっても
その範囲以外は木材等（下地や仕上げ材の厚さの制限がある）で仕上げることが可能となって
いる。

解説

関連法令等
基準法第35条の2、H21国交告第225号

関連文書等
防火避難規定解説P112

いる。

　IHクッキングヒーターでも天ぷら油火災を想定して、上記告示の範囲程度（コンロの前に立って
両手を拡げてぐるっと回転した範囲の壁・天井程度、下図参照）は、内装の仕上げ材を燃えにく
い材料とすれば、居住者の避難安全上、より安全な建物になるだろう。

引用文献
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　　　外壁に設ける小開口

ｷｰﾜｰﾄﾞ　外壁、開口部、ポスト、空調機スリーブ

問い

外壁に設ける空調機用のスリーブや、寒冷地で設ける玄関ドア周り外壁のポストなどが延焼の
恐れのある部分に配置される場合、防火安全性はどのように考えれば良いか？

　外壁に求められる防耐火性能は当該建物の階数、規模、用途、建築地の防火規制等により
建築法令等で定められており、性能の低いものから順に「防耐火性能要求なし」、「準防火性
能」、「防火性能」、「準耐火性能」、「耐火性能」を有する外壁に分類される。

　一方で外壁に設けられる開口部は、当該部位が延焼の恐れのある部分に位置する場合、無
指定地域や法22条区域の低層住宅を除き「防火設備」であることが求められている。更に「防火
設備」は、外壁が「防火構造」である場合は建物周囲で発生する通常の火災において屋内に容
易に延焼拡大することを防ぐことを目的に定められた対策であるため、屋外からの火熱に対し
屋内への20分間の遮炎性が求められており、「準耐火構造」、「耐火構造」は自らの火災に対し
周囲の建物に対する延焼加害性についても抑制することが求められているため、屋内外それぞ
れの通常の火災において裏面に対し20分間の遮炎性が求められている。因みに外壁開口部裏
面が可燃物と接触することは、開口部として使われる以上さほど想定する必要がないとし、遮炎
性のみが求められている。

　問いにある外壁に設けられたスリーブやポストなどの小開口は、その材質、面積等により必ず
しも「防火設備」と同等の遮炎性を必要とするかどうかの実験的知見は不明である。但し施行令
第109条では防火構造の外壁、そで壁、塀その他これらに類するもので当該開口部を遮る場
合、これら遮蔽物を防火設備として扱うことが可能であり、また「防火設備の構造方法を定める
件」(H12建告第1360号)における厚さ0.8mm以上の鉄板、「特定防火設備の構造方法を定める

解説

関連法令等
基準法第2条九号の二ロ、同条九号の三、施行令第109条、H12建告第1360号、H12建告第
1369号

関連文書等

件」(H12建告第1360号)における厚さ0.8mm以上の鉄板、 特定防火設備の構造方法を定める
件」(H12建告第1369号)における100cm2以内の換気口に設ける鉄板製防火覆いに準拠する対
策を施す等の配慮が考えられる。

防火構造のそで壁で外壁に設けられたポ

ストを遮っている事例

引用文献
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　　　防火構造外壁屋内側のコンセントボックス

ｷｰﾜｰﾄﾞ　コンセントボックス、外壁

問い

防火構造の屋内側被覆にコンセントボックスを設ける場合、「準耐火設計指針」の記載と同様な
防火上の処置は必要となるか？

　コンセントボックスは、内装被覆材であるせっこうボードを切り欠き設置されるため、防火上の
弱点となるおそれがある。

　準耐火構造では、屋外火災および屋内火災に対して45分の耐火性能を確保する必要があ
る。「準耐火設計指針※１」では、コンセントボックスは鋼製（溶融亜鉛めっき鋼板製及びステン
レス鋼板製を含む）として、その開口面積に応じた防火被覆を設けることと規定されている。これ
らの措置は、特に屋内火災に対し、内装被覆の燃え抜けを防止するためと考えられる。

　防火構造では、屋外火災に対してのみ30分の防火性能を確保すればよく、屋内火災に対する
防火性能は求められていない。そのため、屋内火災が想定されていない防火構造外壁では、設
置されるコンセントボックスは、鋼製であることが防火上望ましいとはいえ、必ずしも鋼製にする
必要はない。実際、コストの面からも、樹脂製のコンセントボックスを用いられる場合が多くみら
れる。

　ただし、コンセントボックスが樹脂製の場合、屋外火災時、火災の火炎や熱により、コンセント
ボックスの樹脂が壁体内で着火や溶融、変形等を起こし、その結果、屋内への火炎の侵入を許
し、防火構造外壁としての遮炎性を確保できなくなることが懸念される。
　樹脂製のコンセントボックス用いる場合、コンセントボックスの外側に、屋内側被覆と同等以上
の性能を持つ被覆を設けることで、内装被覆の欠損をなくしておくことが、防火上、最も望ましい

解説

関連法令等

関連文書等

の性能を持つ被覆を設けることで、内装被覆の欠損をなくしておくことが、防火上、最も望ましい
が、壁体の防火性能を確保するためには、少なくとも、コンセントボックスの外側に、不燃材等に
より何らかの防火被覆が必要となると考えられる。
　具体的な防火被覆の方法としては、外壁の軸間に断熱材を充てんする場合には不燃性の断
熱材を用いることで、コンセントボックスの防火被覆を兼ねること等が考えられる。

準耐火構造のコンセントボックスの防火被覆
※１

引用文献
※１　準耐火設計指針P66
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２．２　防火被覆等の範囲について

　　　切妻小屋裏部及び外壁天井懐部の屋内側防火被覆

ｷｰﾜｰﾄﾞ　外壁、小屋裏、天井、防火被覆

問い

防火構造の切妻屋根の妻壁屋内側(小屋裏内）に外壁屋内側の被覆材を設けるよう指導を受
ける場合があるが、緩勾配の屋根では施工が困難となるが、屋内側被覆は必要か。また、同様
に天井懐内の胴差内側の屋内側被覆は必要か。

　当ＷＧで実施した実験では（試験体仕様は下表に示す）、外壁の小屋裏や天井懐など内装被
覆材がない場所への延焼防止性能を軒裏のそれと同じと仮定できる場合は、今回の外壁仕様
で性能を満足する結果となった。
　外壁に遮熱性が要求されるのは、壁越しに収納可燃物への着火、燃焼による火災の進展を
防ぐためであるが、小屋裏や天井懐は、居室として使用される場所ではなく、この空間における
可燃物量は居室ほど多くならない。実験結果より、小屋裏部分にある可燃物に着火する可能性
は低いと考えられる。

屋内

小屋内

屋根

２Ｆ床

小屋裏部

外壁天井懐部

解説

試験体仕様一覧

関連法令等
H12建告第1359号

関連文書等
日経ホームビルダー2008年10月号
神奈川県「防火構造の屋内側の仕上げの範囲に関する神奈川県内の取扱いについて」

対象となる部位

屋内

小屋内

屋根

２Ｆ床

１Ｆ床

小屋裏部

外壁天井懐部

 A-１ A-２ B-１ B-２

試験体仕様 
枠組造小屋裏試験体 軸組造小屋裏･天井裏試験体

乾式外装 湿式外装 充てん断熱材あり 充てん断熱材なし
試験体の大きさ W3,000㎜×H3,150㎜ W1,925㎜×H2,730 ㎜

外装側仕様 窯業系サイディング(15 ㎜)
+構造用合板(9㎜) 

軽量セメントモルタル(15 ㎜)
+構造用合板(9㎜) 

窯業系サイディング(15㎜)
+構造用合板(9㎜) 

充てん断熱材 なし なし 袋入グラスウール 10K55 ㎜

内装側仕様 なし なし、一部せっこうボード 9.5㎜

外壁の非加熱面側に 
設置した可燃物 

袋入グラスウール（防湿層：ポリエチレンフィルム）
電気類の配線材料（配線類の CD 管：ポリエチレン製）
電気類の配線材料（電線類の外皮材：ポリ塩化ビニル製）

電気類の配線材料（電線類の外皮材：ポリ塩化ビニル製）
 
 

元となった防火構造の大臣認定番号  PC030BE-9201 PC030BE-9190 PC030BE-9201 PC030BE-9201
加熱面・載荷の有無 屋外側・載荷あり 屋外側・載荷あり 屋外側・載荷なし 屋外側・載荷なし

試験年月日 平成22 年 5月14日 平成 22年 3月 17日 平成 22 年7月 15日 平成 22 年 7月 14日

試験機関 (財)ベターリビング (地独)北海道立総合研究機構 北方建築総合研究所

 

引用文献
当ＷＧシンポジウム資料

 A-１ A-２ B-１ B-２

試験体仕様 
枠組造小屋裏試験体 軸組造小屋裏･天井裏試験体

乾式外装 湿式外装 充てん断熱材あり 充てん断熱材なし
試験体の大きさ W3,000㎜×H3,150㎜ W1,925㎜×H2,730 ㎜

外装側仕様 窯業系サイディング(15 ㎜)
+構造用合板(9㎜) 

軽量セメントモルタル(15 ㎜)
+構造用合板(9㎜) 

窯業系サイディング(15㎜)
+構造用合板(9㎜) 

充てん断熱材 なし なし 袋入グラスウール 10K55 ㎜

内装側仕様 なし なし、一部せっこうボード 9.5㎜

外壁の非加熱面側に 
設置した可燃物 

袋入グラスウール（防湿層：ポリエチレンフィルム）
電気類の配線材料（配線類の CD 管：ポリエチレン製）
電気類の配線材料（電線類の外皮材：ポリ塩化ビニル製）

電気類の配線材料（電線類の外皮材：ポリ塩化ビニル製）
 
 

元となった防火構造の大臣認定番号  PC030BE-9201 PC030BE-9190 PC030BE-9201 PC030BE-9201
加熱面・載荷の有無 屋外側・載荷あり 屋外側・載荷あり 屋外側・載荷なし 屋外側・載荷なし

試験年月日 平成22 年 5月14日 平成 22年 3月 17日 平成 22 年7月 15日 平成 22 年 7月 14日

試験機関 (財)ベターリビング (地独)北海道立総合研究機構 北方建築総合研究所
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　　　現し軒裏の範囲

ｷｰﾜｰﾄﾞ　軒裏、野地板

問い

現し軒裏の場合、軒裏の範囲はどこまでを示すのか？厚さ30ｍｍ(準耐火構造）は、どの部分ま
でか？野地板上部の通気層や断熱層の取り扱いはどう考えるか？

　軒裏の防火規制は、近隣火災から建物本体内部に火を入れないことを目的にしている。その
ため、軒が接続する外壁の内表面に火炎を貫通させるかどうかが基本的な判断基準だろう。

解説

関連法令等
H12建告第1358号、同第1359号

関連文書等

　防火構造、準耐火構造の軒裏には、①垂木や野地板を露出する場合と、②不燃性の軒天
ボードを張る場合、が考えられるが、それぞれで防火性能を確保するラインが異なる。垂木や野
地板を露出する場合は、野路板上部の通気層や断熱層は、防火ラインの上部（外側）に設ける
ため、特に防火性能を低下させる原因にはならないと考えられる。
　また、垂木や野地板を露出する場合、軒裏から小屋裏への延焼経路となり得るのは、野地板
上部及び面戸板部と考えられる。実験による野地板の炭化範囲より、軒先及び面戸板部から上
部に約90cmまでの野地板が所定の厚みとなっていれば、軒裏に必要な防火性能は確保できる
と考えられる。

　破風と鼻隠しに必要な防火性能は、軒裏が、①垂木や野地板を露出する場合と、②不燃性の
軒天ボードを張る場合によって異なる。①の場合は、破風と鼻隠しともに、防火性能を確保する
ラインの外側に設置されるので、特に防火性能は必要なく、木材等でよいと考えられる。②の場
合は、外壁・軒裏の防火構造等の防火ラインと、屋根葺き材の不燃材料等の防火ラインをつな
ぐ部分に設置されるため、防火構造等または不燃材料等のいずれかの防火性能が必要と考え
られる。

引用文献
安井、長谷見、清水、木村、田村、京町家様式の化粧軒裏の各部仕様が火災時の遮熱・遮炎
性能に及ぼす影響、日本建築学会構造系論文集、第601号、2006．3
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　　　小屋裏、天井裏の界壁の範囲

ｷｰﾜｰﾄﾞ　界壁、小屋裏、天井裏

問い

界壁は法令では「小屋裏又は天井裏に達するもの」とあるが、床・天井勝ちの場合や屋根との
取り合い部の防火被覆連続性は防耐火性能上どのように考えたら良いか？

　小屋裏や天井裏内部で水平方向の延焼を防ぐことが目的なので、小屋裏と天井裏の居室の
境界面上には隙間を防いで火炎を遮るファイヤーストップが必要となる。内壁の防火被覆材を
そのまま小屋裏や天井裏に立ち上げればそのままファイヤーストップになるが、これらが立ち上
げられない場合はグラスウール、ロックウール等の不燃系断熱材や、梁材、枠組み材のような
厚さ30mm以上の木材でも隙間が埋まっていればファイヤーストップの役目を果たすと考えられ
る。

解説

関連法令等
基準法第30条、施行令第114条第1項

関連文書等
防火避難規定解説P134
準耐火設計指針P55-58

界壁の例
※１

引用文献
※１　準耐火設計指針P57
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　　　天井防火被覆内の梁の防火被覆

ｷｰﾜｰﾄﾞ　梁、小屋裏、床、防火被覆

問い

準耐火構造の床の裏側(天井）や屋根の直下の天井において、防火被覆内にある梁にも、別途
準耐火構造の梁の防火被覆が必要か？

　準耐火構造の床や屋根としては、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの、国土交通
大臣の認定を受けたものの2つが考えられる。前者はH12建告第1358号に具体的な仕様が記
載されているが、床･屋根ともに主に上面と下面の面材の材質について規定されている。それら
の記載内容を見ると、面材に挟まれるメンブレン構造を前提としていることが分かる。内部構造
については「根太及び下地を木材又は鉄材で造り」程度の制限となっており、面材仕様と取合い
等の部分の処置が適切であれば内部の梁にさらに防火被覆をしなくとも準耐火構造となる。ま
た、認定仕様については、試験時に載荷をして非損傷性を確認しているため、これもさらに防火
被覆をする必要は無い。
　以上より、防火被覆の内部に梁が存在する準耐火構造の屋根・床について、認定仕様である
か、上下面の仕様等が告示に従ったものである限り、別途梁に耐火被覆をする必要は無い、と
考えられる。

　本設問が生じる要因として、非損傷性を保つべき要求耐火時間が屋根は30分、梁は45分と異
なるため、屋根組みを支持する梁を考える場合に、どちらの性能が求められるのか混乱すると
いう点が挙げられる。実際の火災現象を考えた場合、最上階の梁は屋根組みの荷重を支える
のみなので、仮に火災が生じて30分で崩壊しても架構全体の崩壊につながるとは考えにくい。
また、屋根の非損傷性は基本的に屋内側火災の際に早期に崩壊して火の粉の飛散や火炎の
噴出などで急速な延焼を生じないように、という目的と考えられるが、仮に屋根の崩壊時に最上
階の梁も同時に崩壊したとしても外壁や柱、より下層の梁が崩壊する場合と比較して周囲への

解説

関連法令等
H12建告第1358号

関連文書等

階の梁も同時に崩壊したとしても外壁や柱、より下層の梁が崩壊する場合と比較して周囲 の
加害性が著しく増加するとも考えにくい。
　よって、最上階の梁については、それ以外の梁より危険性が低いといえるが、現状の基準法
運用では、屋根面と梁を一体として「屋根」として扱えば30分の非損傷性、個別に扱えば屋根面
30分、梁45分の非損傷性が求められると考えれられる。

 

・面材等が告示を満たす or 

・屋根として全体で認定取得 

屋根：30分の非損傷性、遮炎性

・面材等が告示を満たす or 

・床として全体で認定取得 

床全体で 45 分の非損傷性、遮熱性 

内部の梁等：45 分準耐火の耐火被覆は不要 

内部の梁等：45 分準耐火の耐火被覆は不要 

メンブレン構造で内部に梁が含まれる場合 

 

・梁を含まない構造で 

 屋根の告示仕様 or 認定取得 

屋根：30 分の非損傷性、遮炎性

梁：45 分の非損傷性が求められる 

・梁を含まない構造で 

 床の告示仕様 or 認定取得 

床：30分の非損傷性、遮熱性 

梁：45 分の非損傷性が求められる 

梁が現しとなる、または面材が告示仕様に満たない場合 

引用文献
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　　　外壁と間仕切り壁の交差部の防火被覆

ｷｰﾜｰﾄﾞ　外壁、間仕切壁、防火被覆

問い

防火構造、準耐火構造外壁と間仕切壁の交差部について、屋内側被覆を壁の表面で連続さ
せ、交差内部の被覆を省略した場合、防耐火性能にどのような影響を与えるか？

　H12建告第1358号、同第1359号にそれぞれ準耐火・防火の構造方法が示されている。
　一般的に考えると、屋内側被覆材へ期待する性能としては、遮熱性・遮炎性となり、30分、45
分等の通常の火災が発生した場合に要求性能を満足できる仕様か？という点がポイントとな
る。

　もし、交差内部の被覆を省略した場合、外壁の屋外被覆が通常の火災により被覆を破られた
際、火炎が外壁内部へ流入すると同時に、交差している間仕切壁の壁体内部へも延焼拡大す
る恐れがある。要求性能である遮熱性・遮炎性はあくまでも火災が区画部材を隔てて反対側で
発生することを想定した上での反対側裏面(居室)においての性能を示しているので、それよりも
先に壁体内部において火炎が侵入してしまうことは、要求性能の境界条件がそもそも成り立た
ないことになり、性能を満足できない可能性が高い。
　外壁の屋内被覆が交差内部でも連続的に設けられているのであれば、上述のように外壁の
屋外被覆が破られたとしても、直接的に間仕切壁内部への火炎侵入は防げると考える。厚さ
30mm以上の木材で塞ぐなど、何らかの防火処理を施すことで省略できる可能性はあるが、交
差内部の屋内被覆を省略した場合、壁体内部からの火炎進入の危険性は排除できないことか
ら、交差内部の被覆も連続的に施した方がベターと言える。

解説

関連法令等
H12建告第1358号、同第1359号

関連文書等

火炎の進入

外壁と間仕切壁の交差部

引用文献
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　　　昇降路の壁等の難燃材範囲

ｷｰﾜｰﾄﾞ　昇降路、防火被覆、基礎

問い

法令では昇降路の壁又は囲いは難燃材料で造り又は覆うこととされているが、昇降路下部ピッ
ト周り（土台～基礎の範囲）を対象から外した場合、防火安全上どのような影響が考えられる
か？特に発泡系断熱材を基礎断熱とした場合はどうか？

　昇降路には火災が起きた際に昇降路を通して上下階や周囲に容易に延焼せず、有害な煙や
ガスが流れない対策をとることが望ましい。
　発泡系断熱材は床下や基礎の断熱材として広く使われており様々な種類があるが、中には火
の粉や火花で溶融、着火したり、有害な煙やガスを発生するものがある。このため基礎に配した
断熱材が昇降路内部に露出している場合、断熱材の種類や使用量、施工状態によっては昇降
路の上方で起きた火災の燃焼落下物等によって断熱材に着火して下階へ延焼したり、昇降路
の下方で起きた火災により断熱材が燃えて発生した煙やガスが上階等に流れ、避難の障害と
なる恐れがある。
　従って昇降路下部を基礎断熱する場合は、断熱材をできるだけ燃やさないように、難燃性の
ある断熱材を使用するかそうでない場合はモルタル等の難燃材で表面を覆うことが望ましい。

【参考】
　施行令第129条の7第二号及び平成12年告示1416号第2により、「昇降路の壁又は囲い及び
出入口の戸は、難燃材料で造り、又は覆うこと」について下記に示すエレベーターの昇降路は
適用除外とされている。
　
①地階又は3階以上の階に居室を有さない建築物に設けるもの。
②主要構造部を準耐火構造以外の構造とした建築物に設けるもの。
③昇降路のすべての出入口が1の階のみにあるもの。

解説

関連法令等
施行令第129条の7、H12建告第1416号第2

関連文書等
昇降機技術基準の解説2009年版　国土交通省住宅局建築指導課監修

③昇降路のす ての出入口が1の階のみにあるもの。
④昇降路のすべての出入口が1の吹抜き（当該部分と壁又は戸で区画されていない部分を含
む。）のみにあるもの。
⑤階数が3以下で延べ面積が200㎡以内の一戸建ての住宅又は長屋もしくは共同住宅の住戸
に設けるもの。

引用文献
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２．３　その他

　　　開口部屋外側の木製格子

ｷｰﾜｰﾄﾞ　開口部、木材、可燃物

問い

屋外側に木製格子を設ける場合に、認定品の防火戸の上に木材を貼ることは、防耐火性能に
どのような影響を与えるか？

　外壁開口部に設ける防火戸の上に木製格子を取り付けると、①屋外火災時に格子に着火し
室内への入射熱が増える可能性がある、②同様に格子に着火し上階や開口部周辺への延焼
を助長する可能性がある、③防火戸への取り付け部分が防火上の弱点となる可能性がある、
④避難や消火活動時に邪魔になる可能性ある、などの懸念事項がある。

　アルミ防火戸（Ｗ1.8m×Ｈ1.8ｍ）の上に木製格子（縦桟：30×24空き30、横桟30×7空き210）
を設けた試験体（外壁面に取り付け）を用いた加熱実験では、加熱開始後約2分で格子の屋外
側（加熱面）に着火するが、格子は屋外側から順次燃えてくるため、格子が脱落する12分頃まで
は室内から炎をみた形態係数が小さくなり、格子がない場合よりも室内への入射熱が減少する
傾向が確認されている。
　
　この実験結果が様々な形状の木製格子に適用できるとは言い切れないが、懸念事項のうち、
①については、格子の密度が増えるほど、防火戸自体や室内への入射熱は減少する傾向にあ
ると考えられる（密度100％が板を張った状態）。②については、格子周辺の外壁や軒裏が防火
構造等になっていれば格子の延焼が大きな問題とならないだろうが、隣棟建物が近接した法22
条区域や無指定地域で、外壁や軒裏が防火構造等でない場合は、格子への着火が建物内部
への延焼を助長する可能性があるだろう。③については、防火戸自体に格子を取り付けた際の
工学的な検証はほとんどされていないが、防火戸と縁を切った外壁に格子を取り付ける場合
は、防火戸自体への影響は少ないと考えられる。④については、木製格子だけではなくアルミ

解説

アルミ防火戸と外側に格子をつけた試験体

関連法令等

関連文書等
 (財)国土技術研究センター・(財)日本建築センター、H14都市再生プロジェクト事業推進費、都
市における京町家等伝統的工法による建築物再生・活用方策検討調査報告書

は、防火戸自体 の影響は少ないと考えられる。④については、木製格子だけではなくアルミ
や鋼製の格子も同様であるが、緊急時に容易に取り外しができる構造となっていることが望まし
い。

引用文献
 (財)日本住宅・木材技術センター・京都府建築工業協同組合、H13農林水産省補助事業木材
産業技術実用化促進緊急対策事業報告書
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　　　ファイヤーストップ

ｷｰﾜｰﾄﾞ　ファイヤーストップ

問い

「準耐火設計指針」にはファイヤーストップという材の記述があるが、防耐火性能上どのような意
味をもつものか？

　ファイヤーストップに関する記載は、基準法および関係法令にはなく、法的な規定はない。住
宅金融支援機構の省令準耐火の仕様書や準耐火設計指針にファイヤーストップの記載があ
り、省令準耐火構造や準耐火建築物に設置を求めているのが現状である。
　ファイヤーストップについて、「準耐火設計指針」に、「火災時に防火被覆が万一突破されたこ
とを想定し、部材内部を経由する火災拡大を最小限に抑えるために、部材内部や部材間を区画
するための材をファイヤーストップという。」とその役割が定義され、「小計30ｍｍ以上の木材、
厚さ12mm以上のせっこうボード、厚さ50mm以上のロックウール断熱材（密度40kg/ｍ3以上）及
びグラスウール（密度24kg/ｍ3以上）等が考えられる。」と記述されている。

　「準耐火設計指針」より、ファイヤーストップは大きく次の２種類に分けられる。

１）木造躯体内部に設けるファイヤーストップ
　火災時に防火被覆材の一部が破壊して壁体内や階段内に火が入っても、それが上層階や小
屋裏や天井裏または床の裏側へ延焼しないように、各層の壁体中空部や壁－床・天井、壁－
小屋裏、階段－床など各部位の接合部に設けるもの。

２）通気工法の通気層に設けるファイヤーストップ
　火災時に外装材裏面の下地面材等が万一着火した場合、通気層を通して火災が上層階へ拡
大するおそれがあり、このような延焼を防止するため、常時の通気は確保しつつ、火災時には
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解説

関連法令等

関連文書等
木造住宅工事仕様書　平成22年版　住宅金融支援機構監修

大するおそれがあり、このような延焼を防止するため、常時の通気は確保しつつ、火災時には
延焼防止の機能を果たすため、通気層内に設けるもの。

　１）と２）では、設置場所は異なっても、部位を超えての火災拡大、延焼を防止するという点で、
ファイヤーストップの機能は共通する。従って、建築基準法および関係法令では、外壁や床など
部位ごとに、それぞれの防耐火性能が規定されているが、法令で規定しきれないそれら各部位
間を超えての火災拡大、延焼を防止するという機能、役割を、防耐火性能上、ファイヤーストッ
プは担っていると考えることができる。

　本ＷＧでは鋼板製ファイヤーストップの有効性を実験により確認した(試験体は下図参照）。そ
の結果、鋼板をファイヤーストップ材として用いた場合、火災時に防火被覆が突破されても部材
内部や部材間を区画は保持しており、ファイヤーストップの役割を果たしていると考えられる。

上階延焼防止のため各層の壁

体中空部に設けるファイヤース

上階延焼防止のため通気

層に設けるファイヤース

試験体図
※１ ※２ ※３
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引用文献
※１　準耐火設計指針P55、※２　同P61
※３　当ＷＧシンポジウム資料
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　　　準耐火構造の階段のけたの防火被覆１

ｷｰﾜｰﾄﾞ　階段、けた、外壁、間仕切壁、防火被覆

問い

準耐火構造の階段のけたの外側には、告示に例示された準耐火構造の壁の防火被覆を設け
るとのことだが、けたを壁(外壁、間仕切壁）に取り付ける場合は、認定仕様の壁の防火被覆の
内側に取り付けることで被覆としての性能は満たすのではないか？

　準耐火構造の壁には45分の耐火時間が求められる。一方階段は30分の耐火時間であるた
め、ささら桁を支える壁には45分の性能が求められる。このためH12建告第1358号ではけたの
外側の仕様として同告示で示されている壁の被覆仕様が定められている。準耐火構造の認定
を取得した壁に階段ささら桁を取り付けて準耐火構造の階段を支持すること自体は所定の防耐
火性能を損なうものではない。

　但し、告示の条文からは告示に示されている壁仕様しか対応できないように読み取れるため、
当WGではコンタクトポイントに要望を提出している。

解説

階段ささら桁の防火被覆の例

関連法令等
H12年建告第1358号

関連文書等

※１

引用文献
※１　枠組壁工法住宅工事仕様書　平成22年版　住宅金融支援機構

25



　　　準耐火構造の階段のけたの防火被覆２

ｷｰﾜｰﾄﾞ　階段、けた、外壁、防火被覆

問い

階段のけたと壁の取り合いにおいて、「準耐火設計指針」には強度確保のため壁の防火被覆の
一部を切り欠き硬質木片ｾﾒﾝﾄ板等の調整材を入れる仕様が書かれているが、けたが木材で厚
さが30mm以上の場合は準耐火の屋内側被覆を兼ねるとして調整材は不要と考えられない
か？
 

　H12建告第1358号に準耐火構造階段についての構造方法が示されている。
　問いを確認すると、準耐火外壁の屋内側被覆を階段の”けた”(30mm以上)で代替しても問題
ないのでは？という理解から、この”けた”に求められる要求性能としては、準耐火外壁の屋内
側被覆材へ求められる性能となる。

　一般的に考えると、屋内側被覆材へ期待する性能としては、遮熱性・遮炎性となり、屋外側か
ら30分、45分等の通常の火災が発生した場合に要求性能を満足できる仕様か？という点がポ
イントとなる。
　ファイヤーストップとして用いる材料も30ｍｍの木材等が示されていることから、ファイアース
トップで期待している性能(火炎が部材内部を経由して上階等への延焼拡大防止)と今回の要求
性能を比較すると、遮炎性は考慮できる気もするが、遮熱性については不燃性の材料ではない
ことからも、性能を満たすか少し不安である。単純に比較はできないが、燃えしろ設計において
も、45分仕様の場合、35ｍｍとなることからも、外壁の防火被覆が突破され、壁体内部に炎が
侵入した際、万が一当該部分が直接的に炎にさらされた場合は、要求性能を満足できない可能
性がある。

　また、けた材については屋内階段(段板)の支持材としての役割もあることから、支持材(構造
要素)及び被覆材(防火要素)の２つの性能を満足させることは考慮されていないと判断する。調
整材は準耐火外壁の屋内被覆に要求される性能を満足できるような仕様で設ける方がベターと

解説

関連法令等
H12建告第1358号

関連文書等

整材は準耐火外壁の屋内被覆に要求される性能を満足できるような仕様で設ける方が タ と
考える。

ささら桁の取り付き部 例
※１

引用文献
※１　準耐火設計指針P54
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　　　準耐火構造の屋根葺き材について

ｷｰﾜｰﾄﾞ　屋根、不燃材料、飛び火認定

問い

基準法告示のイ準耐屋根の例示仕様に｢不燃材料で造る又はふく」とある。H12年の法改正
で防火、準防火地域、法22条区域の屋根は性能規定化され基準法第22条、同第63条では飛
び火認定が使用可能。イ準耐例示仕様では前述の理由により飛び火認定は使用できないこ
ととなるが、本来性能規定化により、「不燃材料で造る又はふく」ことの同等な性能として飛び
火認定が定められたのではないか？

　現行、準耐火構造の屋根の仕様はH12建告第1358号（準耐火構造の構造方法を定める件）
において屋根上面の仕様として「不燃材料で造るか、又はふいたもの」と規定している。準耐
火建築物は一般の木造建築物では建てられない防火地域における2階建て以下、且つ延べ
面積100m,2以下の住宅や準防火地域における3階建て以下、且つ延べ面積1500m2以下の
住宅が可能になっていることから、市街地火災に対する一定の安全性が求められている。

　施行令第136条の2の2（防火地域又は準防火地域内の建築物の屋根の性能に関する技術
的基準）に規定されている飛び火認定は、従来不燃材料しか認められていなかった防火地域
又は準防火地域の屋根葺き材の仕様規定に対し、基準法の性能規定化に伴い設けられた
規定であり、屋根を不燃材料で造り又はふく場合と同等の市街地火災における類焼受害防
止性能を有すると位置づけられる。

　このことから、当ＷＧでは準耐火構造の屋根上面に飛び火認定を取得した葺き材が使用で
きるよう告示改正を求める要望をコンタクトポイントに提出している。

解説

関連法令等
H12年建告第1358号

関連文書等

準耐火構造の屋根
※１

引用文献
※１　（仮称）耐火性能の確保にむけた設計・工事監理チェックシート等とその解説（案）　H22
年3月　墨田区

27



　　　壁防火被覆の補強用合板

ｷｰﾜｰﾄﾞ　防火被覆、可燃物、外壁、間仕切壁

問い

重量物や手すりなどの補強用下地として、合板を部分的に屋内側被覆材のせっこうボードに替
え設置した場合の防火安全性はどのように考えれば良いか？

　階段手摺り等造作物を取り付ける箇所では補強下地として部分的にせっこうボードの替わり
に可燃物である同等厚さの合板が用いられた場合、防火構造等の外壁屋内側被覆の遮熱性、
遮炎性が損なわれる懸念がある。

　本ＷＧでは上記想定を仮定してせっこうボードの替わりに部分的に合板を用いた加熱試験を
行った（試験体および試験結果は下記参照）。この結果、モルタル塗り仕様ではすべて遮熱性
の規定値を下回り防火安全性を確認できたが、窯業系サイディング張り仕様についてはせっこ
うボードと合板の継ぎ部分で基準値をわずかに上回り(１カ所のみ183k)遮熱性の基準を満足で
きなかった。ただし、今回の試験体内には条件を不利側とするために外壁でありながら断熱材
を入れていない。壁体内にロックウール、グラスウール等の不燃性断熱材が存在すれば遮熱性
を満足できた可能性は高いと考えられる。

試験体裏面（非加熱側） 

300
合板裏面R1 合板裏面R2
合板裏 合板裏

目地部R5

×183K上昇（30分）
 
 

枠材 105×105 

解説

関連法令等
H12建告第1358号、同第1359号

関連文書等
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通気層 厚さ18 
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せっこうボード 厚さ 9.5 

合板 厚さ 9 
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表３ 試験結果（軽量モルタル塗り）

表２ 試験結果（窯業系サイディング）

引用文献
杉田、長谷見、玉川、安井ら「住宅の防耐火性能の課題に関する実験　その４外壁の屋内側被
覆材に合板を用いた場合の防火性能」、日本建築学会大会梗概集（防火）2011
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　　　準防3階建の開口の近接

ｷｰﾜｰﾄﾞ　開口部、外壁、防火被覆

問い

準防３階建の開口部については、延焼のおそれのある部分であっても0.2m2以内の開口は基準
が緩和されているが、これらの開口部同士が近接した場合の防火完全性はどのように考えれ
ばよいか？

　共同浴場や共同便所などの場合は換気のため複数窓を設置するおそれがあるが、開口部を
一定面積以下に抑える目的は
　・室内火災のときの火炎噴出量を抑え、開口部同士の延焼や屋外、隣棟への延焼拡大を抑
制
　・屋外火災時の入射熱量の抑制
で、0.2m2以下の開口部を通して生じる火炎貫通が壁等の周辺部材の性能を大きく損なうことな
く部分的なものに収めることであるため、開口部が互いに影響を及ぼさない範囲に設置されて
いれば複数設置しても火災を拡大するようなことにはならないと考えられる。

　開口部が互いに影響を及ぼさない範囲として、例えば、「準耐設計指針※２」より、開口噴出火
炎の影響を受けるおそれのある部分として開口部の上端から2m、両端から50cm以内を避ける
ことが考えられる。
　ただし、当該居室以外の部屋にある複数の開口部の開口面積の合計が0.2m2以下である場
合や、開口部と開口部の間にバルコニーや庇、袖壁等、火炎を有効に遮る部材がある場合に
はこれによらず設置することが可能と考えられる。

解説

関連法令等
基準法第62条第1項
施行令第136条の2第一号

関連文書等

図２ 開口噴出火炎の影響を受け

る

※１

※２

図１ 開口部設置

引用文献
※１　防火避難規定解説P136
※２　準耐火設計指針P63-64
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　　　柱・梁の燃えしろ設計

ｷｰﾜｰﾄﾞ　燃えしろ設計、柱、はり

問い

燃えしろ設計の告示に、JAS広葉樹材が含まれていないため、寺社などを燃えしろ設計で計画
する場合に、ケヤキ等の広葉樹を使用できない。また、JAS針葉樹製材、JAS広葉樹製材に、
丸柱（角柱のみ）が含まれていないため、丸柱の燃えしろ設計ができない。

試験体仕様と実験結果一覧

　ケヤキ等の広葉樹材は、スギ等の針葉樹材や集成材に比べ防耐火性能に関するデータが極
端に少なく、JAS化もされていないため、現行法令運用上、燃えしろ設計の適用範囲外になって
いる。

　ケヤキ、クリ等の広葉樹の防耐火性能を系統的に把握するために実験を行った結果、ケヤ
キ、スギ、ヒノキの炭化速度は、0.5〜0.8mm/分であり、ヤング係数の低下を引き起こす柱内部
温度上昇は樹種ごとに大きな違いはなかった。また、温度上昇にともなうヤング係数の低下の
度合いを調べると、スギ（針葉樹）よりも、ケヤキ（広葉樹）のほうが、低下の度合いが小さいこと
がわかった。これより、柱やはりの非損傷性については、スギ等の針葉樹と同等以上であること
がわかった。現在の基準法では、燃えしろ設計できるのは、JAS構造用製材、JAS構造用集成
材、JAS構造用単板積層板となっているが、広葉樹（ケヤキ）についても非損傷性に関する工学
的なデータがそろいつつあるといえる。

炭化深さ(mm) 炭化速度（mm/分）試

解説

関連法令等
S62建告第1898号

関連文書等

最小
炭化部

最大
炭化部

最小
炭化部

最大
炭化部

1 ケヤキ φ354mm 13.7 40.1 45.8 0.7 0.8
2 ヒノキ φ360mm 14.4 31.6 46.5 0.5 0.8
3 スギ φ360mm 18.3 29.1 44.5 0.5 0.7
4 ケヤキ φ356mm 27.5 33.1 39.0 0.6 0.7
5 ヒノキ φ357mm 19.8 31.8 42.4 0.5 0.7

割れＡ 幅2.5、深さ50 44.1 0.7
割れＢ 幅2.5、深さ30 52.7 0.9
割れＣ 幅4.0、深さ50 53.6 0.9
割れＤ 幅4.0、深さ30 51.7 0.9
割れＥ 幅4.5、深さ50 58.5 1.0
割れＦ 幅4.0、深さ30 57.9 1.0
割れG 幅1.5、深さ50 47.3 0.8
割れH 幅2.0、深さ30 47.3 0.8
割れI 幅4.0、深さ50 52.7 0.9
割れJ 幅3.0、深さ30 47.3 0.8
割れK 幅4.5、深さ50 53.0 0.9
割れL 幅4.0、深さ30 51.9 0.9

67.2 68.9 1.1 1.1
35.3 46.1 0.6 0.8
61.2 65.3 1.0 1.1
32.4 37.7 0.5 0.6
53.5 57.6 0.9 1.0
26.8 35.2 0.4 0.6
67.3 73.1 1.1 1.2
36.3 38.8 0.6 0.6
65.3 69.2 1.1 1.2
33.6 38.6 0.6 0.6

＊最大炭化部は、乾燥割れ部を除いた部分においての最大炭化部を示す。

炭化深さ(mm) 炭化速度（mm/分）

6 ケヤキ φ358mm 13.1

試
験
体
No

樹種 断面寸法

7 ヒノキ φ360mm 14.9

12.6

9 ケヤキ 150mm角 13.3

8 ケヤキ 245mm角

10 クリ 150mm角 37.9

12 スギ 150mm角 15.5

割れ幅及び深さ、
角または辺

角

辺

11 ヒノキ 150mm角 14.1

試験当日
含水率(%)

角

辺

角

辺

角

辺

角

辺

＊a 

＊a ＊a

引用文献
 保川、安井、鈴木、長谷見ら、大型寺社建築のための大断面広葉樹製材による準耐火構造の
柱の開発、2010年度日本建築学会関東支部研究発表会

30



　　　防火材料としての土壁

ｷｰﾜｰﾄﾞ　土塗り壁、不燃材料

問い

不燃材料の例示仕様に土塗り壁が含まれていない。内装制限のかかる壁を土塗り壁としてもよ
いのだろうか？

　土塗り壁（壁土）は昔から使われているが、基準法上、不燃材料、準不燃材料等には位置づ
けられていない。そのため、住宅の火気仕様室など、内装制限のかかる部屋の壁に使用するこ
とが、厳密にいうとできない（漆喰は不燃材料に位置づけられているため、土塗り壁表面に漆喰
を塗れば法令適合する）。
　
　ワラすさを入れた高知産と京都産の土塗り壁について、その不燃性能を検証した。高知と京
都の左官職人が通常の施工と同様にワラすさを入れた土塗り壁（木舞下地は除く。ワラすさは
全体の質量比2％以下）についてのコーンカロリーメーター試験では、総発熱量が20分間で８
MJ/m2以下、最大発熱速度が200ｋW/m2以下であり、不燃材料の要求性能を満足した。また、
ガス有害性実験においても、基準値である広葉樹燃焼時の場合よりもよい結果となった。これ
により、土塗り壁（壁土）は法令上、不燃材料に位置づけられるべきであるといえる。ただし、何
らかの理由でワラすさ量が極端に多くなる場合については、別途検討が必要だろう。

8.5 
9.0 
9.5 

10.0  T‐A平均 T‐B平均 T‐C平均
T‐D平均 T‐E平均 T‐F平均
K‐1平均 K‐2平均 K‐3平均
K‐4平均 K‐5平均 L‐A平均

解説

各土塗り壁の試験体ごとの総発熱量の推移
(試験体仕様詳細は引用文献参照）

関連法令等
H12建告第1400号

関連文書等
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m
2)

時間(min)
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8MJ/m2
ラスボード平均

K‐2平均

K‐3平均K‐1平均

T‐F平均
T‐D平均

L‐C平均
L‐B平均
L‐A平均

L‐D平均

T‐C平均
T‐A平均
T‐B平均

K‐4平均

T‐E平均 K‐5平均

引用文献
小澤、長谷見、中嶋、安井ら、京都地域及び高知地域における土壁の燃焼発熱性状に関する
実験的研究、日本建築学会大会梗概集（防火）、2010
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住宅の火災安全性の課題とその対策（住宅部材の防耐火性能のコンプライアンスをどう

確保するか）資料 
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プログラムおよび主旨説明 
 

■タイトル：住宅の火災安全性の課題とその対策 

      （住宅部材の防耐火性能のコンプライアンスをどう確保するか） 

■日時  ：2011 年 3 月 3 日（木）14:30～17:00 

■会場  ：建築会館 2F 会議室（東京都港区芝 5-26-20） 

■司会  ：玉川 祐司（プレハブ建築協会） 

■副司会 ：出口 嘉一（竹中工務店） 

 
プログラム 

１． 主旨説明 玉川 祐司（前掲） 

２． 主題解説 

住宅の部位・部材と防耐火性能検討項目について     上川 大輔（森林総研） 

（１）住宅の開発・設計・生産と防耐火性能コンプライアンス 泉  潤一（２×４建築協会） 

（２）伝統木造建築の防耐火性能コンプライアンス      安井  昇（桜設計集団） 

（３）防耐火性能評価機関とコンプライアンス        遊佐 秀逸（ﾍﾞﾀｰﾘﾋﾞﾝｸﾞ） 

  実験報告                       糸毛  治（北方建築総合研究所） 

（４）防耐火性能コンプライアンスの確立と学会の役割    長谷見雄二（早稲田大学） 

３．討論 

４．まとめ                        長谷見雄二（前掲） 

 

 

 
主旨説明 

 
防火構造・準耐火構造等の住宅には法令規制対象部材の接合部や外周部の突出部等、法令趣旨から見て

防火性能が必要と考えられながら法令的位置づけが明確でなく、防火性能の確保の技術的考え方が指針化

されてない部位が多数存在する。また、建築基準法上の主要構造部および防火設備については告示による

例示および性能評価に基づく認定が規定されているが、実際の建物、特に住宅等では、認定対象外の部分

が数多く存在する。これら主要構造部に取り合う部分の防火安全性確保は火災安全上、重要な課題である。 

本シンポジウムではまず主題解説で、様々な分野で発生もしくは顕在化している不明確な部分を現在ま

での活動結果等を踏まえ各分野から報告する。そしてこれら法的不明確な部分の問題提起ならびに現在ま

で判明した知見を公開し、共通認識として課題を共有した上で、会場との討論を通じてその課題とその解

決方法、あるべき姿を模索する。 
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住宅の部位・部材と防耐火性能検討項目について 
 

上川大輔 1) 
Daisuke Kamikawa 

 
1)独立行政法人 森林総合研究所, 木材改質研究領域 木材保存研究室, 博士（工学） 

 
住宅防火、木造住宅、コンプライアンス、火災安全性 

 
1.検討の背景と目的 

建築基準法の性能規定化により、柱や梁、壁、軒裏の

ように個々の部材単位、大まかな部位単位での防耐火性

能については、満たすべき基準が示されたことで合理的

な防火設計及び施工の道が開けた。しかしそれらの取り

合い部や細部納まり、より微小な部品類との兼ね合いな

どについては、要求されるべき性能と評価法が明確でな

い部分が少なくない。特に住宅を対象とした場合、さま

ざまな要求から使用される微小なパーツ類は多岐にわた

り、また各業界の研究開発により日々新たなものが考案

されているため、設計・施工においてどのように対応す

べきなのか分からず困惑する場面もあるように思われる。 
 このような状況下にあっても、現実に火災に対して安

全な住宅を供給するのは設計・施工に携わるものの努め

であるが、それには建築法規上どうであるかというより

は火災時にどのようなことが起こり得て、どの部分がリ

スクとなるのか、といった火災工学上の知識や考察が必

要となる。また逆に、そういった検証がされないままに

過剰に対応が講じられている可能性もあり、そのような

場合には他の部位での防耐火性能とバランスを検証する

ことでより簡易で施工性の良い仕様とできる事例もあり

える。 
そこで本WG では、住宅関連企業や研究・検査機関な

どの各分野での視点から上記のような問題となっている

点を抽出・分類し、火災安全性を確保するためにどのよ

うに考え、どのように設計・施工すべきなのか火災工学

の観点から検証する。本検討では単に建築確認等の申請

上どのようにすればOK をもらえるか、という書類上の

方法論に陥ることが無いよう、あくまで学術的な視点で

火災安全上の問題を検証し、解決するための考え方や、

必要な場合には具体的な性能を明らかにすることを目的

としている。 
なお、本検討は日本建築学会防火委員会の木質系住宅

防火コンプライアンス検討 WG（平成 20 年 4 月～平成

22 年 3 月）と、住宅部材防耐火性能 WG（平成 22 年 4
月～）で行われたものである。これらWGは木質各工法

（プレハブ工法、軸組工法、枠組壁工法、伝統木造）お

よび大学・研究機関、性能評価機関、確認検査機関など

に所属する委員により構成され、検証法および導かれる

方針に偏りが生じないよう留意している。 
 

2.防火性能確保に関して不明確な項目の抽出と分類 

 火災工学の視点から各問題を検証するとはいえ、実務

の上ではやはり防火関連法令・基準との兼ね合いが分か

らない、という形でその問題が認識される場合が多い。

そのため防火上の対応が不明確な項目の抽出に際しては、

法令・基準との対応をベースに置き各分野より問題点を

列挙してもらった。検証作業としては、まずとりまとめ

段階として、１）不明確項目の抽出、２）項目の分類分

け、３）項目の重み付け（検討優先順位の明確化）を順

次行い、それに付随して検証に実験が必要かどうか、火

災工学的考察のみで方針を導くことが可能･妥当か、など

を検討、要実験項目の一部について実際に検証実験を行

った。 
 最初の抽出の段階で挙げられた項目はおよそ 60 項目

ほどであったが、本検討ではそれらのうち一定の知見・

方針を示すことが妥当であると判断された項目について

採りあげた。抽出作業段階では 5 グループほどに分類を

行って検討作業をすすめたが、検証結果を取りまとめる

にあたり、３つに再分類した。（抽出･分類作業について

は文献 1、2に詳細が記載されている） 
 分類は、a. 法令上の分類や位置づけが不明確なもの、

b. 防火被覆等の範囲について、ならびにこれら 2 つに属

さない c. その他とした。 aの項目は主に軒裏や外壁な

ど、特に防火ライン上に存在する部材やパーツの扱いに

関するものである。具体的には、サッシ周囲や換気口な

ど開口部に関する部材類、軒先、バルコニー周囲、コン

セントボックスなどに関する項目が挙げられている。 
b は主に天井裏･小屋裏など中空部と壁との取り合い周

辺に関するものが多く、基本的に防火ライン自体の位置

取りや意味合いをどのように捉え火災安全性を担保する

のか、という問題である。c にはその他の多様な項目が

含まれ、ファイアーストップ、階段のけた、屋根葺き材、

広葉樹材での燃え代設計や土壁などに関する項目が挙げ

られている。本シンポジウムではそれらの項目のうち、

火災工学的考察や検証実験により既に一定の評価を下す

ことができると考えられたものについて解説・討議を行

う（表 1）。また、実験による検証が必要と判断された項

目のうちのいくつかについて実験を行っており、今回扱

う項目に関連する実験についても解説を行う。 
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表 1 住宅の部位部材と防火性能検討項目（抜粋） 

a. 法令上の分類や位置づけが不明確なもの 
項目 キーワード 
サッシ周囲と外壁の境界部分の取扱い 開口部、外壁、防火被覆 
バルコニー立ち上がり部の外壁被覆の取扱い バルコニー、外壁 

下屋、玄関ポーチ、カーポート等の天井仕様について 下屋、玄関ﾎﾟｰﾁ、ｵｰﾊﾞｰﾊﾝｸﾞ、ｶｰﾎﾟｰﾄ、ﾋﾟﾛﾃｨｰ、

軒裏、床 

屋外に解放された壁について 外壁 

 
b. 防火被覆等の範囲について 
項目 キーワード 
切妻小屋裏部及び外壁天井懐部の屋内側防火被覆について 外壁、天井、防火被覆 
現し軒裏の範囲について 軒裏、野地板 

 
c. その他 
項目 キーワード 
開口部屋外側の木製格子 開口部、木材、可燃物 
鋼板のファイアーストップについて ファイアーストップ 
準耐火構造の階段のけたの防火被覆について 階段、けた、外壁、間仕切り壁、防火被覆 
準耐火構造の屋根葺き材について 屋根、不燃材料、飛び火認定 
柱･梁の燃え代設計 燃え代設計、柱、はり 
防火材料としての土塗り壁の扱い 土塗り壁、不燃材料 

 
3.本シンポジウムについて 

今回扱う上記表 1の各項目の詳細を、資料「住宅の部

位部材と防耐火性能検討項目」に記載した。各ページ毎

に 1 項目とし、項目名、キーワードの他、問いの欄に具

体的にどのような点が問題となっているのか、どのよう

な要求があるのかを、解説の欄に問いに対する対処の在

り方、根拠などについて現時点での本検討の判断・説明

を記載している。その下に関連する法令等、関連文書、

引用文献の欄を設けている。 
 
本シンポジウムでは、ここに挙げた各問題について、

それぞれ関連の深い分野の委員が解説、さらに実施した

実験結果についても説明を行い共通認識として課題を共

有した上で、会場との討議を通じてその課題と解決方法、

あるべき姿を模索する。 

なお、本WG に関連して「コンプライアンス」という

単語が使われているが、この語には“法令順守”という

意味のほかに“規格に適合すること”、“社会倫理・社会

貢献の遵守”といった意味合いも含まれる。この単語を

本検討では、要求されるべき防耐火性能やその評価法が

明確でない住宅の部位・部材について、建築基準法の求

めるであろう水準に適合するよう設計・施工すること、

という意味合いで用いている。 
 

 
 
 

 
 
 

 
参考文献 

1. 木質系住宅の防火性能とコンプライアンス検討（その1）、玉川ら、日本建築学会大会学術講演梗概集、A-2：89-90、2009 

2. 木質系住宅の防火性能とコンプライアンス検討（その2）、杉田ら、日本建築学会大会学術講演梗概集、A-2：91-92、2009 
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住宅の開発・設計・生産と防耐火性能コンプライアンス 
     

泉 潤一 1) 
                                               

1)三井ホーム㈱技術企画部技術開発グループ シニアマネージャー 
 

住宅防火， 木造住宅， コンプライアンス， 防耐火性能 
 
1. はじめに 
住宅部材防耐火性能WGでは木造住宅における法令上

の位置付けが不明確な部位、或いは実際の建物で課題と

なっている部位等の防火安全措置について法解釈には必

ずしも縛られない火災工学的な立場で検討を加えてきた。

本報ではこの中から工業化された木造住宅工法にとどま

らず工業的材料主体の部材によって建築される木造住宅

に共通の課題のうち幾つかの検討事例を紹介する。 
2. 検討事例 
2.1 バルコニー防水立上がり部の防耐火措置 
バルコニーの当該部位は防水納まり上、外装材が張れ

ない部位である。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
   図1 バルコニー床防水例 

(出典「枠組壁工法住宅工事共通仕様書」 住宅金融支援機構監修) 

2.2 サッシ周りの防耐火措置 
サッシと外壁の境界は外装材がサイディング等の乾式

材料仕上げの場合、防水上若干隙間を設けシーリング材

を施工するのが一般的である(図 2)。 
 
 
 
 

図2 サッシ納まり例 

(出典「枠組壁工法住宅工事共通仕様書」住宅金融支援機構監修) 

上記 2 例はいずれも外壁の被覆材と他の部位の境界納

まりに関するものであり、防火安全性の観点からは主に

類焼受害防止性が求められる。 
市街地火災時の屋外加熱を受ける状態における実大火

災実験※1 が 1996 年に建設省建築研究所で実施された。

本実験は準防火地域の木造 3 階建共同住宅(以下「木三

共」)を可能にする法改正のために実施されたものであり、

供試建物の北側に市街地火災を再現するn-ヘプタンプー

ルとプロパンバーナーによる市街地火災シミュレーター

が設置された(図 3)。木三共の外壁被覆は 1 時間準耐火構

造の仕様であり(表 1)、地震後の火災を想定して開口部四

隅の外装サイディングには地震による亀裂を想定した幅

1～3mmのクラックが人為的に設けられた。(図 4) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3 実験施設配置状況 

 
 
 
         表1 供試建物外壁被覆仕様 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(図1) 
 

外壁仕様 屋外側被覆
繊維補強セメント板系サイディング厚さ15mm
(1時間準耐火通則認定品)

屋内側被覆
石膏ボード厚さ12.5＋12.5mm
(1時間準耐火告示仕様)

図4 供試建物開口条件と外装クラック状況 
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市街地火災シミュレーターの炎は点火から約 20 分間最

盛期で木三共の棟高(11.69m)を超え、以降 1 時間頃まで

おきの状態が続いた。延焼状況は実験開始 10分までに西

住戸 1階洋室の開放された窓を通して室内に着火、10分
過ぎに東住戸軒裏に着炎した。以降内部で延焼拡大し最

終的には 164 分に西半分倒壊、182 分に東半分が倒壊し

終了した。(図 5) 
木三共のバルコニー仕様を図 6 に示す。バルコニーの

防水立上がり部はバルコニーの床や前面手すりの立上が

りによる遮蔽効果によって外部からの強い加熱を受けに

くい部位である。 
 
 
 
 
 
 
 
               

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

立ち上り部には構造用合板の上に FRP が施工されてい

た。またサッシ周りの納まりを図 7に示す。アルミ製サ

ッシ周囲に10mm程度の隙間を設けシーリング材が施工

されていた。壁内温度測定位置を図 8、市街地火災シミ

ュレーターに面する北側外壁の壁内温度を図 9に示す。

この中でバルコニーに面する掃き出しサッシ脇の温度に

着目すると、他の外壁一般部と同様に 1 時間準耐火構造

として所定の性能が得られており、当該部位が弱点とな

っていないことを示す結果となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図5 実験状況（点火15分頃） 
図6 供試建物バルコニー仕様 

(他の階も同仕様) 

図7 供試建物サッシ周り 

図8 壁内温度測定位置 

1階平面図 

2階平面図 

3階平面図 

図9 壁内温度測定結果 
1階西住戸北側外壁 1階東住戸北側外壁 

2階西住戸北側外壁 

3階西住戸北側外壁 

2階東住戸北側外壁 

3階東住戸北側外壁 

市街地火災 

東住戸 西住戸 
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また各種測定データを分析した結果、報告書では「地

震による劣化を想定したクラックを設けた状態でも、外

壁自体を貫通した部分が全くなかった」ことが報告され

ている。 
サッシ周りの措置に関し、外装材同士の目地仕様は外

壁構造の認定に定められているため、当該部位もこの仕

様に準拠することが考えられる。例えば NPO 法人住宅

外装テクニカルセンターが取得している外壁防火構造認

定ではある程度の幅以下の目地についてシーリング材充

てんが可能であると位置づけられている。 
 
 
 
 
 
 
 
2.3 玄関ポーチ等の天井仕様 
玄関ポーチや建物に組み込まれたカーポート等(図 11)

の屋外に面する天井を軒裏と見るべきか屋根直下の天井

と見るべきか意見の分かれるところである。 
軒裏に求められる防耐火性能は市街地火災等における

周囲からの類焼受害防止であり、屋根直下の天井は屋内

火災の燃え抜けによって近隣に対する大きな加熱源とな

らないための類焼加害防止という考え方が成り立ちそう

である。このため屋外に開放されている場合は類焼受害

防止がより重要な要件であり軒裏と同様に扱うことが望

ましいのではないだろうか。但し玄関ポーチや組み込み

カーポートの上部に建物が載っている場合(図 12)やオー

バーハングは主要構造部の床である。現行法規の枠組み

では床に防耐火性能が求められるのは耐火または準耐火

建築物の場合である(当該部位は軒裏や屋根直下の天井

よりも高い性能が求められている)。但し告示による例示

仕様や認定を取得した床仕様には当該部位のように雨に

濡れる所に使用することが想定された材料が無いことが

現状の課題である。また耐火または準耐火建築物以外の

場合、法規による明確な位置づけが無くても少なくとも

軒裏または外壁屋外側と同等の仕様とすることが望まし

いと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
2.4 屋外に解放された自立壁 
組み込みカーポートの自立壁(図 13)など屋外に解放さ

れた壁ではその外側を当該建物の外装と共通の仕様とし

(例えばモルタル外壁など)、内側も雨に濡れる恐れがあ

るためサイディング板等の外壁構造認定を取得した外壁

屋外側仕様とする要望がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
屋内側にサイディング板等の被覆材を張ることは認定

申請者の選択により可能であるとは言え、外壁構造の認

定では屋内側の仕様としてせっこうボード系材料とその

他材料は別の認定となり、評価試験も別の試験体である

ため、両方の認定を取得することは認定取得者の負担が

大きく現状では屋内側に雨に濡れることを想定した仕様

が存在しないことが課題となっている。 
外壁に求められる性能は屋内外それぞれの加熱に対す

る非損傷性と遮熱性である。遮熱性は加熱面の反対側の

空間に炎や熱によって延焼拡大しないことを求めた性能

であり、特に屋外からの加熱によって屋内に延焼拡大し

ないことが重要であろう。当該壁のように両面が屋外に

露出して設けられている壁は屋外と屋内を分けている壁

ではないため、実際の火災を考えると遮熱性に比べて建

物の倒壊を抑制する非損傷性がより重要であると思われ

る。先に述べたような各々別個の認定を取得した外壁構

造の屋外側仕様同士を表裏組み合わせた壁は、非損傷性

に関して当該建物に求められる所定の性能が損なわれる

とは考え難く、法解釈を別とすれば当該壁の仕様は防火

安全性の面で支障ないものと考えられる。 
続いて準耐火建築物(イ準耐)特有の事例を紹介する。 

2.5 準耐火建築物の屋根構造 
現行準耐火構造の屋根の仕様は建設省告示第 1358 号

(準耐火構造の構造方法を定める件)において屋根上面の

仕様は「不燃材で造るか、又はふく」と仕様規定により

図10 窯業系サイディングの目地仕様の例 

(出典「NPO法人住宅外装テクニカルセンター取得外壁防火構造認定」) 

図13 屋外に開放された自立壁の例 

図11 組み込みカーポートの例(1) 

図12 組み込みカーポートの例(2) 
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制限されている。このため施行令第 136条の 2の 2(防火

地域又は準防火地域内の建築物の屋根の性能に関する技

術的基準)に規定されている飛び火認定を取得した屋根

構造は適合しないこととなる。この飛び火認定は従来不

燃材しか認められていなかった防火地域又は準防火地域

の屋根葺き材の仕様規定に対し建築基準法の性能規定化

に伴い設けられた規定であり、屋根を不燃材で造るか、

又はふく場合と同等の市街地火災における類焼受害防止

性能を有すると位置づけられる。このことから当WG で

は準耐火構造の屋根上面に飛び火認定を取得した葺き材

が使用できるよう告示改正を求める要望をコンタクトポ

イントに提出することとした。 
2.6 準耐火建築物の階段構造 
施行令第 107 条の 2(準耐火性能に関する技術的基準)

で準耐火構造の階段には 30 分の耐火時間が求められて

おり、一方階段ささら桁を取り付けている壁は 45分であ

る(表 2)。 
 
 
 
 
 
 
 

 
壁の要求性能が階段よりも高いため、準耐火構造の階

段は壁の被覆が先張りされた上からささら桁を取り付け

ることとなる(図 14)。このため建設省告示第 1358 号(準
耐火構造の構造方法を定める件)ではけたの外側を同告

示に示されている壁の被覆仕様とし、このささら桁に同

告示に示す所定の段板等を取り付ける仕様が定められて

いる(図 15)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
但し準耐火構造の認定を取得した壁に階段を取り付け

る場合、当該壁の被覆はけたの外側仕様として告示では

読めないため厳格に捉えると対応できない。準耐火性能

を有する壁で準耐火構造の階段を支持すること自体は所

定の防耐火性能を損なうものではないため、告示運用の

円滑化を求めてコンタクトポイントに要望を提出するこ

ととした。 
2.7 ファイヤーストップ 
準耐火建築物に特有の措置としてファイヤーストップ

がある。ファイヤーストップ自体に法令上の規定はない

が「準耐火建築物の防火設計指針」(日本建築センター発

行)ではファイヤーストップを「火災時に防火被覆が万一

突破されたことを想定し、部材内部を経由する火災拡大

を最小限に抑えるために、部材内部や部材間を区画する

ための材をファイヤーストップという。したがってファ

イヤーストップは図 16 に示すように壁体中空部や壁と

床、壁と小屋裏等の接合部に設ける。特に外壁では、上

層階の延焼を防止するために3m以内の間隔で(一般には

各階桁部分に)水平にファイヤーストップを設ける。ファ

イヤーストップとしては、小径 30mm以上の木材、厚さ

12mm 以上の石膏ボード、厚さ 50mm 以上の不燃性断熱

材(密度 40kg/m3以上のロックウール、密度 24kg/m3以上

のグラスウール等)等が考えられる。」と解説している。

当WGでは上記ファイヤーストップ以外の部材として鋼

板製ファイヤーストップの有効性を実験によって確認し

た。 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 

表2 準耐火建築物の主要構造部に求められる耐火時間 

(施行令第107条の2) 

図14 準耐火建築物の階段施工例 

図16 ファイヤーストップ設置位置 

図15 準耐火構造の階段仕様例 

(出典「枠組壁工法住宅工事共通仕様書」 住宅金融支援機構監修) 

(出典「準耐火建築物の防火設計指針」日本建築センター発行) 

※1参考文献 

建築研究資料「市街地における木造 3 階建共同住宅の延焼性状に関

する実大火災実験」林吉彦、吉田正志、茂木武、萩原一郎、山名俊

男、五頭辰紀、増田秀昭、長谷見雄二、北後明彦、安村基、中村賢

一、三村由夫、阿部市郎、泉潤一、福本雅嗣、斉藤一、山田誠 
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 Student,	
 Waseda	
 University	
 

	
 

 
	
 伝統的な木造建築の、①木材あらわし軒裏の延焼防止性能、②開口部の木製格子の延焼防止性能、③広葉樹柱・は

りの非損傷性能、④土塗り壁（壁土）の不燃性能について、防耐火実験から明確になっている性能を整理する。 
	
 野地板上部の通気層・断熱層や防火設備の外側に設ける木製格子の延焼防止性能は、それらがない場合と比較して

同等または危険となることはない。また、広葉樹（ケヤキ）の柱・はりの非損傷性は、これまでデータの蓄積が豊富

な針葉樹と同等以上の性能を有し、不燃材料に位置づけられていない壁土は、一般的な施工で使用されるワラすさ量

であれば、不燃材料の要求性能を有する。 
 

木材あらわし軒裏，広葉樹、燃えしろ設計，土塗り壁，木製格子 
 
 
１． はじめに	
 
	
 町家建築、寺社建築をはじめとする伝統的な木造建築

は、土、木材を中心とした材料で建築されてきた。それ

らの材料を使った壁や軒裏の防火性能については、ここ

10年ほど、多くの実験等1)~11)が実施され、建築基準法へ

の位置づけがされている12)。	
 

	
 しかし、それらの仕様を示した国土交通省告示は、簡

潔な文章で書かれることが多く、設計実務において、行

政担当者や実務者によって解釈が異なることも少なくな

い（下記①、②）。また、伝統的な建築で昔から使われて

きた材料が法令上位置づけされていないこともある（下

記③、④）。	
 

	
 そこで、本報では、伝統木造建築に関する以下の4項

目について、防火実験等から明確になった防火性能（燃

え抜け防止性能、崩壊防止性能、着火防止性能等）を整

理し、防火工学的に安全側となる条件や具体的な仕様例

を示したい。	
 

① 木材あらわし軒裏の延焼防止性能	
 
・ 軒天に不燃性のボードを張る場合と延焼防止の
考え方が違う？	
 

・ 野地板上に通気層や断熱材を設けると？	
 
・ 垂木下に木材の軒天材を張ると？	
 
・ 鼻隠し板、破風板を木材あらわしとすると？	
 
② 木製格子を取り付けた防火設備の延焼防止性能	
 
・ 防火設備の外側に木製格子をつけると？	
 
・ 木製格子は不燃処理したほうがよい？	
 
③ 広葉樹の柱・はりの燃えしろ設計	
 

・ ケヤキや栗の柱・はりは燃えしろ設計できる？	
 
・ スギとケヤキの燃焼性状は異なる？	
 
④ 土塗り壁（壁土）の不燃性能	
 
・ 内装制限のかかる壁を土塗り壁としてよい？	
 
・ ワラすさの量や産地により発熱性状は異なる？	
 

	
 

２． 伝統的な木造建築の各部材の防耐火性能について	
 
	
 伝統的な木造建築で使われる土及び木材の、材料とし

ての防火性能を考えてみると、土は可燃物をほとんど含

まないこと、塗り厚さを比較的大きくとること（一般的

に40mm以上）より、不燃性能や燃え抜け防止性能が確保

しやすいと考えられる。また、木材は火災時に表面に着

火するものの、燃えるとすぐに表面に炭化層（いわゆる

断熱材）をつくり、断面が大きいか厚いとなかなか内部

に燃え進まないため、一定の燃え抜け防止性能や崩壊防

止性能を確保しやすいと考えられる。この防火上の特徴

を前述の①~④に適用してみる。	
 

2.1木製あらわし軒裏の延焼防止性能	
 

	
 H12建設省告示第1358号及び1380号（追加告示：H16

国土交通省告示第789~790号、付録1）に、準耐火構造

の木材あらわし軒裏が例示されている。従来、準耐火構

造や防火構造の軒裏は、野地板・垂木の下に不燃性の軒

天材を張り、その軒天材により小屋裏への燃え抜け防止

性能を確保していた（図1参照）。一方、平成16年に新

たに追加された木材あらわしの軒裏は、垂木・野地板が

木材あらわしとなっており、小屋裏への延焼経路（図 2

参照）となる面戸板部及び野地板上部を補強するために、
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面戸板と野地板の木材厚を 45mm 以上、30mm 以上などと

大きくし、燃え抜け防止性能の向上をはかっている。す

なわち、目標とする防火性能（小屋裏への燃え抜け防止

性能）は同じものの、図１のように、軒天材を設ける場

合と、垂木や野地板をあらわしとする場合では、軒先の

防火性能を確保するラインが異なっている。	
 

	
 ここで、垂木や野地板をあらわしとした既存京町家等

の防火改修手法を検討した実験結果をみてみる 3）。図３

のような4種類の木材あらわし軒裏をISO834標準加熱曲

線に準じた加熱を行い,小屋裏への遮熱性・遮炎性を検証

した。その結果、表１、写真1，2のように仕様ア、イは

1時間、仕様ウは30 分、仕様エは 45 分の遮熱性・遮炎

性を確保した。野地板上の通気層や断熱材の設置、軒天

に木材を張る、鼻隠し・破風板を木材あらわしにするこ

とについて以下のような知見が得られた。	
 

① 木材あらわし軒裏の小屋裏への延焼経路は、面戸板部、
野地板上部と考えられるが、野地板上部に高さ 25mm

の通気層を設けてもその通気層内で急激な延焼拡大を

しない。すなわち、延焼防止性能は野地板の厚さと面

戸板の厚さに支配され、野地板上部の仕様の影響は受

けない。	
 

② 小屋裏への延焼は、野地板・面戸板・垂木の燃え抜け
によって起こる。そのため、軒天に木材を張ると、木

材が燃え抜けるまで（15mm厚程度の板であれば、１mm/

分で燃え進み、約15分で燃え抜ける）は野地板等が加

熱されないため、燃え抜け時間は長くなる。また、鼻

隠し・破風板が燃えても、野地板等の燃焼には影響を

与えない。以上より、軒天板、鼻隠し、破風板を設け

ても、設けない場合より燃え抜け防止上、危険側にな

ることはない。	
 

2.2木製格子を取り付けた防火設備の延焼防止性能	
 

	
 歴史的な町並みでは、通り沿いの窓の外側に防犯や目隠

し等の目的で、木製格子をとりつけることがある。この

木製格子は可燃物のため、設置の有無により、内側の防

火設備に与える影響がよくわからないとされていた。そ

こで、アルミ等の防火設備の外側に木製格子を取り付け

た際に、木製格子の燃焼がアルミ等の防火設備の延焼	
 

	
 

表１	
 試験体仕様と実験結果一覧	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図１	
 軒裏の防火仕様の考え方	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図２	
 木材あらわし軒裏の延焼経路概念図	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図３	
 既存京町家軒裏の防火改修仕様試験体	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

写真1	
 脱炉直後の試験体(左：非加熱面、右：加熱面)	
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防止性能に与える影響を検証する実験を実施した。写真

３のように、アルミ防火戸に網入りガラスを入れたもの

と、その外側に木製格子（格子30mm×24mm、空き30mm）

を取り付けた2仕様の試験体について、ISO834標準加熱

曲線に準じた加熱を20分間（防火設備に遮炎性が求めら

れる時間）行った13）。その結果、いずれの仕様も防火設

備に必要な20分の遮炎性は達成された。また、写真4・

図５のようにガラスの表面温度（加熱開始10分後）やガ

ラスから1m離れた非加熱側で測定した入射熱は、木製格

子を設けたほうが若干であるが小さくなることがわかる。

すなわち、延焼防止性能は木製格子があるほうが、ない

場合よりも若干高いか同等といえる。なお、この傾向は、

火災初期を想定した放射加熱実験（加熱強度 15kW/m2）

でも確認されている14）。また、木製格子を不燃処理する

と、屋外火災時の格子への着火時間と格子が燃え進む速

度が若干遅くなるが、不燃処理薬剤は水溶性のものが多

く、雨のかかる部分に使用すると薬剤が流れ出すおそれ

があるため、塗装等により保護する必要がある。	
 

2.3広葉樹の柱・はりの燃えしろ設計	
 

	
 ケヤキ等の広葉樹材は、スギ等の針葉樹材や集成材に

比べ防耐火性能に関するデータが極端に少なく、JAS 化

もされていないため、現行法令運用上、燃えしろ設計の

適用範囲外になっている。そこで、ケヤキ、クリ等の広	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

写真３	
 アルミ防火戸と外側に格子をつけた試験体13)	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 	
 	
 【木製格子なし】	
 	
 	
 	
 	
 【木製格子あり】	
 

写真４	
 加熱開始10分後のガラス表面温度分布13)	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図４	
 ガラスから1m離れた非加熱側の入射熱変化14)	
 

葉樹の防耐火性能を系統的に把握するために実験を行っ

た 15）。表２に示す長さ 1m の柱試験体について、ISO834

標準加熱曲線に準じた加熱を行った。その結果、ケヤキ、

スギ、ヒノキの炭化速度は、0.5~0.8mm/分であり，ヤン

グ係数の低下につながる柱内部温度上昇は樹種ごとに大

きな違いはなかった（図６参照）。また、温度上昇にとも

なうヤング係数の低下の度合いを調べると、スギ（針葉

樹）よりも、ケヤキ（広葉樹）のほうが、低下の度合い

が小さいことがわかった（図7参照）。これより、柱やは

りの非損傷性については、スギ等の針葉樹と同等以上で

あることがわかった。現在の建築基準法では、燃えしろ

設計できるのは、JAS構造用製材、JAS構造用集成材、JAS

構造用単板積層板となっているが、広葉樹（ケヤキ）の

柱・はりについてもそれらと横並びにできる非損傷性に

関する工学的なデータがそろったといえるだろう。	
 

2.4土塗り壁（壁土）の不燃性能	
 

	
 土塗り壁（壁土）は昔から使われているが、建築基準

法上、不燃材料、準不燃材料等には位置づけられていな

い。そのため、住宅の火気使用室など、内装制限のかか

る部屋の壁に使用することが、厳密にいうとできない（漆	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

表２	
 試験体仕様と実験結果一覧	
 

 

図６	
 1時間加熱後の柱内部温度分布	
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図７	
 温度上昇にともなうヤング係数の残存率	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図８	
 試験体ごとの総発熱量の推移	
 

	
 

喰は不燃材料に位置づけられているため、土塗り壁表面	
 

に漆喰を塗れば法令適合する）。そこで、ワラすさを入れ

た高知産と京都産の土塗り壁について、その不燃性能を

検証した16）。実験は2通りで、コンカロリーメーターを

用いた燃焼発熱性実験とマウスを使ったガス有害性実験

である。燃焼発熱性実験の試験体と実験結果一覧を表３

に、試験体ごとの総発熱量の推移を図８に示す。高知と

京都の左官職人が、通常の施工と同様または多めにワラ

すさを入れた土塗り壁（木舞下地は除く。ワラすさは全

体(水を含む)の質量比 2％以下）について、総発熱量が

20分間で８MJ/m2以下、最大発熱速度が200ｋW/m2以下で

あり、不燃材料の要求性能を満足した。また、ガス有害

性実験においても、基準値である広葉樹燃焼時の場合よ

りもよい結果となった。これにより、土塗り壁（壁土）

は法令上、不燃材料に位置づけられるべきであるといえ

る。ただし、何らかの理由でワラすさ量（発酵分解して

いないもの）が極端に多くなる場合は、別途検討が必要

だろう。	
 

３． おわりに	
 
	
 伝統的に木造建築の法令上の解釈や取り扱いが明確で

ない部分について、防火実験等から明らかになっている

知見を整理した。建築確認の現場での判断や、告示化の

根拠のデータ等として活用いただければ幸いである。	
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表３	
 燃焼発熱性実験の試験体と実験結果一覧	
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付録１	
 H16国土交通省告示第787号~790号	
 

	
 

A.土蔵造
B.土塗真壁造で40mm厚以上（裏返し塗りをしたもの）

C.土塗真壁造(裏返し塗りなしでもよい)30mm厚以上の上に木材12mm厚以上を張る
D.土塗真壁造(裏返し塗りなし)で40mm厚以上
　（柱の屋外側に15mm厚以上の木材を張る）
E.土塗真壁造(裏返し塗りなし)で40mm厚以上
　（柱の屋外側と土壁とのちりが15mm以下）

防火構造（H12建設省告示第1359号(追加H16国土交通省告示第788号））

土塗総厚40mm以上
（両面から塗る） 土塗(裏返し塗りなし)40mm厚以上

土塗(裏返し塗りなし)40mm厚以上

木材15mm厚以上土蔵造(土塗）

土塗30mm厚以上

ちりじゃくり・のれん打ちなど
火炎貫通を予防する措置木材12mm厚以上

15mm以下

仕様C

仕様D

仕様E

＊図の上側が屋外側

○土塗真壁造(裏返し塗りなしでもよい)30mm厚以上

土塗30mm厚以上

ちりじゃくり・のれん打ちなど
火炎貫通を予防する措置

準防火性能（H12建設省告示第1362号(追加H16国土交通省告示第787号））

【以前より防火構造であった仕様】

☆法22条区域の外壁に使用可能

☆準防火地域の2階建以下、床面積500┃ の住宅の
　延焼のおそれのある部分の外壁に使用可能
☆法22条区域の外壁に使用可能

仕様A

仕様B

軒桁のたるき欠き

◇軒桁と垂木の納まり例

軒
桁

面戸板

垂木

垂木の面戸欠き

◇垂木と面戸板の納まり例

面戸板

垂木

軒
桁

【野地板】
　○木材30mm厚以上
【面戸板】
　○木材45mm厚以上
【垂木】
　○特に規制なし
【桁梁・外壁】
　○準耐火建築物とする場合はそれぞれ
　　準耐火構造とする。その他建築物の
　　場合は、桁梁は規制なし。外壁は防
　　火構造等とする。

垂木

面戸板野地板

軒桁

外壁

準耐火構造45分（H12建設省告示第1358号(追加H16国土交通省告示第789号））

【野地板】
　○木材30mm厚以上
【面戸板】
　仕様A：木材12mm厚以上の裏面に漆喰等(土・
　　　　　モルタル・漆喰）40mm厚以上塗り
　仕様B：木材30mm厚以上の裏面に漆喰等20mm厚
　　　　　以上塗り
　仕様C：木材30mm厚以上の表面に漆喰等20mm厚
　　　　　以上塗り
【垂木】
　○特に規制なし
【桁梁・外壁】
　○準耐火建築物とする場合はそれぞれ
　　準耐火構造とする。その他建築物の
　　場合は、桁梁は規制なし（真壁でよい）。
　　ただし、延焼のおそれのある部分の外壁は
　　防火構造等とする。

準耐火構造60分（H12建設省告示第1380号(追加H16国土交通省告示第790号））

垂木

木材12mm厚以上野地板30mm厚以上

軒桁

外壁

漆喰等40mm厚以上

木材30mm厚以上
漆喰等20mm厚以上

漆喰等20mm厚以上
木材30mm以上

仕様A

仕様B 仕様C
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 国土交通大臣から指定された性能評価機関は，建築基準法に則った防耐火性能の試験・評価業務方法書を作成し，

国土交通大臣の承認の下に大臣認定のための評価を実施することができる。建物の防火安全性を検討する場合，主流

となっているのは業務方法書に規定する試験に基づく評価である。今回のシンポジウムでテーマとなっているコンプ

ライアンスを，例えば「試験規格に基づく評価結果に適合すること。」としてとらえて評価機関の立場から木造建築の

延焼防止性能に関して，①部材の性能，②部材を用いた特定空間の性能，及び③延焼防止性能の考え方について，小

屋裏の妻壁を例として紹介する。 
 

試験・評価業務方法書，非損傷性，遮熱性，遮炎性，延焼防止性能，外壁 
 

 
１． はじめに 

 住宅の火災安全性の課題に至る前に，まず火災安全の

全体像を建築基準法とも関連させて概観してみたい。 

建築基準法が制定された経緯やその後の改正等をみる

と，その当時の社会的状況との関連が深い。火災の状況

を把握してそれに対する建築物や地域の安全を確保する

というものであろう。建物内での火災拡大防止や避難安

全，消防の確保のための単体規規定，及び都市大火を防

ぐための集団規定に大別される。これらを整理すると図

１のようになる。 

評価機関における試験を基とした評価は，一般的に材

料や部材のそれが中心となる。従前は試験法が告示で制

定されており，この試験法を用いて評価するか，あらか

じめ大臣が定めた要求性能を満足する材料や部材，構造

等を用いることで法令要求が満たされる。例えば告示に

規定する不燃材料，耐火構造，防火設備等がこれに該当

する（例示仕様）。 

防火性能を有すべき建築物の主要構造部は，耐火構造，

準耐火構造では壁（間仕切り壁及び外壁），柱，床，梁，

屋根（準耐火構造は軒裏を含む），及び階段であり，防火

構造は外壁（耐力壁及び非耐力壁）である。これらは例

示仕様とするか評価機関における試験を伴う評価を経て

大臣認定を取得して実際の建物に適用することとなる。 

２. 火災を想定した加熱 

性能評価機関での試験における加熱は，基準法で対象

とする火災の加熱を代表する曲線で実施され、主要構造

部等に対しては屋内火災加熱と屋外火災加熱に大別され

る。現在これらは国際調和の観点で各評価機関の試験評

価業務方法書において ISO-834 Part1に規定する標準加

熱曲線に統一化（2000年）されている。 

従前は屋外火災の想定が伝統的な木造家屋が燃焼した

場合を基としていた。モルタル外壁等の防火的な施工が

ない裸木造が隣棟にある想定で実大火災実験を実施し，

モルタル外壁の表面温度の測定結果から屋外火災加熱曲

線が設定され試験（JIS A 1301 建築物の木造部分の防火

試験法）に供された。2000年の新たな試験法導入前は防

火構造の試験ではこの中の２級加熱曲線が採用されてい

た（図２）。 

また，耐火建築物（主要構造部を耐火構造とした建築

物で,外壁の開口部で延焼のおそれのある部 に防火戸

その他の防火設備を有するもの）の要件である防火設備

の試験法にも当該加熱曲線が採用されていた。この試験

法では，市街地の火災性状の変化への対応、国際調和へ

対応で平成２年（1990年）に図３に示す加熱曲線が採用

されることとなった。この時点で加熱時間が屋外２級加

熱 30分から図３での 20分に変更されている。 

３．防火構造の加熱試験 

従来の防火構造の加熱試験は前述した屋外２級加熱が

適用されていたが，新たに各評価機関が制定した試験・

評価業務方法書では ISO-834の標準加熱曲線が採用され

た。試験時間は防火設備（旧乙種防火戸）の場合とは異

なり 30分が踏襲されている。判定基準も，非損傷性，遮

熱性,及び遮炎性が規定され，非損傷性に関しては載荷加

熱を，遮熱性に関しては判定基準を従来の外壁裏面にお

いて木部に対する工学的危険温度 260℃ではなく綿埃や

壁に張った紙類への着火を基とした平均 140 K上昇，最

高 180 K上昇を超えないこととされた。一般的に言えば

かなり厳しい基準となったが，通常の木造住宅等では外

壁のみの場合はまれであり，屋内側に壁を付加するであ

ろうという前提で定められたものである。 

 2000 年の新たな防火構造の試験法導入以前の平成５

年（1993年）には，準耐火建築物が創設され，準耐火構 

15



〔火　元〕 壁・天井な

どに着火 火
炎
が
広
が
る

フ
ラ
ッ
シ
ュ
・

オ
ー
バ
ー
現
象

室
内
全
体
の
火
災

他の区画へ火炎

および煙が拡大

（着炎を防ぐ） （火炎伝播を抑える）

内装仕上げの

不燃化・難燃化

自動消火設備

火災報知・警報設備 廊下・階段その他の避難施設・非常用照明装置

防火区画・防火壁

排煙区画・排煙設備

各戸の界壁

間仕切壁　　 防火構造

小屋裏隔壁

（拡大を抑える）

〔全体の火災〕

耐火建築物

簡易耐火建

築物

主要構造部を

耐火的にする

〔飛　火〕

（１棟の火災から集団的火災へ）

延焼のおそれのある部分を

　耐火構造・防火構造

　防火戸とする

（防火的にする）

外
壁

外
壁

軒裏

（飛火による

　　類焼防止）

屋根を不燃材料で造

るか、または葺く

（避難安全の確保）

防火地域制

〔
大　
　

火
〕

〔隣接建物への延焼〕

建
築
物
の
火
災

建
築
防
火

（火の用心）

都
市
防
災

〔倒　壊〕

 
            図１ 単体規定と集団規定 

 

 

  図２ 屋外２級加熱曲線 

 
 
 
造に適用される試験法は ISO-834の標準加熱曲線や上述

の裏面温度判定法が導入されていた。大臣が告示で定め

る準耐火構造の例示仕様は多くが通則的（指導課長通達

に則した）な防火構造認定仕様に屋内側被覆を追加した

もので，代表的な仕様について試験による確認を経てい

る。個別認定に対しては壁厚を増やす，または屋内側に

一定仕様の防火被覆を張る等の標準的対策が示され，当

然ながら全ての構造について試験を実施したわけではな

い。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  図３ ISO-834 標準加熱曲線 

 

 

 

４．部材の性能 

 ここでは対象を防火構造に絞ることとする。防火構造 
は建築物の周囲において発生する通常の火災に対して当 

該建築物への延焼を抑制するため，延焼のおそれのある

部分を準防火地域では外壁及び軒裏に要求される防火性

能を有する構造である。木造耐力外壁には非損傷性，遮

熱性，及び遮炎性が要求される。ここで外壁の遮熱性と

は屋内側に壁紙を張ったりするような居室に対する安全 

性と考えられる。居室とは，居住、執務、作業、集会， 
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娯楽その他これらに類する目的のために継続的に使用す

る室をいう，と基準法に定義されている。木造住宅には

居室とは言えない空間を外壁で区画する場合が少なから

ずある。典型的な例として切妻屋根の小屋裏空間が挙げ

られる。 

 この場合の外壁部材の防火性能はどのように考えれば 

よいのであろうか。居室ではない部分の外壁に対する防

火性能の明確な要求は法令にはないので，安全側にとれ

ば屋内側に防火被覆を設けて防火構造とすることになる。

しかし前述したように防火構造の試験法及び評価法が従

来とは異なってしまった経緯があるので戸建て木造では

グレーゾーンとしてしばしば議論の対象となっている。

従来の防火構造では小屋裏に面する外壁の屋内防火被覆

は殆どないといっても過言ではなかろう。 

５．居室でない小屋裏空間に面する外壁の性能 

 小屋裏空間への延焼防止に関しては，軒裏構造に対し

て法令上明確に規定している。告示で例示仕様が定めら

れており，それら以外でも軒裏試験での評価を経て大臣

認定が取得できる。例示仕様では外壁の防火被覆をその

まま軒裏として施工するのを許容しているので、この裏

面温度で遮熱性を判定したら性能がないのは明白である。

従って軒裏試験では小屋裏空間に面する部分に不燃の標

準板を設置してその裏面温度で小屋裏空間への延焼性を

評価している。 

 小屋裏空間に面する外壁関しても軒裏と同様な性能評

価を行えれば合理的であろう。一般的な手順は以下のよ

うになると考えられる。 

① 外壁の仕様を選定する。 

② 想定される小屋裏空間内の可燃物を特定する。 

③ 実際の大きさの外壁試験体（最大加熱面３m×３m）

で防火構造加熱を行う。 

④ 妻壁が支える荷重は屋根と自重程度であるが、耐力

外壁と同等な載荷をする。 

⑤ 断熱材（天井裏面）のプラスチックカバーや電線（被

覆）等の小屋裏空間で使用する可燃物を加熱裏面側

に設置する。 

⑥ 居室部分の外壁と同様に加熱する（防火構造 30分）。 

⑦ 外壁裏面温度，可燃物表面温度等を測定する。 

⑧ 遮炎性の観察を注意深く実施する。 

以上の手順を基に，小屋裏空間への延焼防止性を以下の

ように評価する。 

 居室空間の外壁に要求される抑制時間の間、 

① 遮炎性が確保されている。 

② 小屋裏空間内の可燃物に着火がない。 

③ 非損傷性が確保されている。 

が満足されていれば，当該外壁の屋外側防火被覆のみで

小屋裏空間への延焼が居室部分のそれに先行するおそれ

は殆どないといえよう。 

 

 

６．延焼防止性能の考え方 

 ある特定空間への延焼防止性を考える場合，法令が要

求する非損傷性，遮熱性，及び遮炎性が基本となるのは

当然であるが，合理的な観点からみると特定空間に要求

される防火安全性を基本に立ち返って検討してみるのも

必要であろう。今回挙げた例では，屋外側の防火被覆の

性能が支配的であるといえる。主な要点は以下のように

なる。 

① 防火被覆の熱伝導性のみでなく，亀裂の発生性や脱

落性も重要な点である。 

② 防火被覆の止め付け間隔や止め付け方法が影響する。 

③ 基本的な性状は小型試験体でもある程度把握できる

としても，実大規模の大きさでの検証が不可欠であ

る。 

④ 普遍的に適用するにはデータの蓄積が必要である。 

⑤ 当面は安全側での評価を行う。 

７．おわりに 

 評価機関の立場からコンプライアンスと関連する評価

を「枠組壁工法における小屋裏空間に面する外壁につい

ての防火性能に関する評定」を実施した。特定行政庁の

確認検査機関で一応の評価は得られている。当該評定に

おける試験結果等を次の発表で紹介する。 

 

 

 

 

17



実験報告 
 

糸毛 治 1) 
1) (地独)北海道立総合研究機構 北方建築総合研究所 環境科学部建築環境グループ 研究主任 

 
防火構造外壁，天井懐，小屋裏，内装防火被覆，ファイヤーストップ  

 
１．はじめに 
ここでは次の２点について、実験による検討を行った

ので、報告する。 
１）鋼板のファイヤーストップ 
２）切妻小屋裏部および外壁天井懐部の屋内側防火被覆 
 
２．鋼板のファイヤーストップ 
ファイヤーストップの仕様としては、「準耐火建築物の

防火設計指針」1)（日本建築センター発行）や「木造軸

組工法による省令準耐火構造の住宅 特記仕様書（木住

協）マニュアル」2）（社団法人 日本木造住宅産業協会

発行）に記されている。いずれも木材やせっこうボード、

不燃性断熱材で、ある一定厚さ以上のものを用いた仕様

であり、鋼板を用いた仕様の記載はみられない。 
ファイヤーストップ材の役割が「火災時に防火被覆が

万一突破されたことを想定し、部材内部を経由するか火

災拡大を最小限に抑えるために部材内部や部材間を区画

するため」であるのであれば、不燃材料である鋼板でも

その機能を十分に果たせうると考えられる。この点につ

いて実験による検討を行った。 
１）試験体の仕様 
試験体の構成を図１に示す。既往文献として前述の「木

造軸組工法による省令準耐火構造の住宅 特記仕様書

（木住協）マニュアル」2）の中に記載されている「省令

準耐火構造の壁－天井のファイヤーストップに関する加

熱実験報告書」3)（早稲田大学理工学部建築学科長谷見

雄二研究室）があり、高さ 900 ㎜×幅 915 ㎜の試験体で

実験を行っている。今回は試験装置の都合上、試験体の

大きさは高さ 800 ㎜×幅 800㎜としたが、試験体の構成

はこの実験報告書にならって、加熱により壁の内部に延

焼した場合に、容易に天井裏へ延焼拡大しないことを確

認できる構成とした。壁に相当する部分は、45分準耐火

構造の告示仕様としてせっこうボード 15 ㎜を両面に張

った。天井部分は施工せず、試験体裏面からファイヤー

ストップ部を目視で確認できるようにした。 
２）実験方法 
実験は平成23年1月12日に北方建築総合研究所内の

小型加熱炉（試験体 800㎜×800㎜、加熱面 600㎜×600
㎜）を使用して行った。加熱方法は ISO834に規定する

標準加熱曲線による行い、構造支持部材への載荷はなし

とし、加熱は 45分間行った。試験体の内部温度はφ0.68
㎜のK熱電対を用いて各測定位置に埋め込み、裏面温度

はディスク型熱電対を試験体裏面に設置し、それぞれ30
秒ごとに測定を行った。温度測定位置を図２に示す。 
３）実験結果 
試験体中央のせっこうボード部の温度推移を図３に、

ファイヤーストップ部の温度推移を図４、遮熱性および

遮炎性の試験結果を表１にそれぞれ示す。加熱面側せっ

こうボードの裏面（測定位置２）の温度は、加熱開始20
分過ぎから急速に上がり始め、加熱開始 25 分で 260℃
を超えた。これ以後、壁体内部にある木製下地の燃焼が

進んだと考えられる。 
鋼板裏面では、遮熱性の規定値（平均温度上昇度140K、

最高温度上昇度 180K）を上回ったが、鋼板と野縁の接

触面および野縁上面では、野縁に着火が至るような温度

上昇は見られなかった。また鋼板面での火炎が通る亀裂 
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①～⑦：裏面温度 
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図１ 試験体図（試験体裏面） 図２ 温度測定位置図 
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等の損傷及び隙間や裏面側への 10 秒を超えて継続する

火炎の噴出や発炎も見られず、遮炎性は試験終了まで保

持された。 
外壁として遮熱性が要求されるのは、壁越しに居室に

て収納可燃物への着火、燃焼による火災の延焼を防ぐた

めである。鋼板裏面では、鋼板の材料特性上、所定の遮

熱性は満たさないが、ファイヤーストップ材が設置され

る天井懐や小屋裏では、人が出入りする居室ではなく、

収納可燃物が存在する可能性は低い。また鋼板自体の遮

炎性は保持され、鋼板に接する野縁の温度が 100℃前後

と着火温度には至らなかった。 
以上より鋼板をファイヤーストップ材として用いても、

火災時に防火被覆が突破されても部材内部や部材間を区

画は保持しており、ファイヤーストップの役割を果たし

ていると考えられる。 
 

表１ ファイヤーストップ部の遮熱性･遮炎性の試験結果 
  鋼板と野縁

の接触面 
野縁 
上面 

鋼板 
裏面 

遮熱性 初期温度 18℃ 18℃ 18℃ 
温度上昇度 

最高 
85K 

(45分) 
53K 

(45分) 
196K 
(45分) 

温度上昇度 
平均 

81K 
(45分) 

49K 
(45分) 

174K 
(45分) 

遮炎性 損傷･隙間 なし なし なし 
火炎の噴出 なし なし なし 

発火 なし なし なし 
  

  
図３ せっこうボード部の温度推移 図４ ファイヤーストップ部の温度推移 

 
３．切妻小屋裏部および外壁天井懐部の屋内側防火被覆 
木造住宅にて、防火規制上、防火構造の外壁が求めら

れる場合に、施工される外壁には、施工上の理由等によ

り、軸組造や枠組造における小屋裏の妻壁部分や軸組み

造における各階天井懐にあたる外壁部分で、内装被覆材

が施工されない場合がある。屋外火災時、内装被覆材が

施工されないこれらの箇所が防火上弱点となって小屋裏

や天井裏に炎が入り、火災拡大を招く可能性が考えられ

る。この点に関する既往の実験として、(財)ベターリビ

ングが、申請者の依頼に基づいて行った防災評定「枠組

壁工法における小屋裏空間に面する外壁についての防火

性能に関する評定」4)の検討の際に、実施した枠組造外

壁の小屋裏部分をモデル化した試験体2体（以下、枠組

造小屋裏試験体）の実験データがある。また本WG では、

独自に軸組造外壁の小屋裏部分および天井裏部分を左右

半分ずつでモデル化した試験体（以下、軸組造小屋裏･

天井裏試験体）2 体の実験を行った。これら計 4 体の実

験データ（表 2）より検討を行う。 
 
表２ 試験体仕様および試験条件の一覧 

 A-１ A-２ B-１ B-２ 

試験体仕様 枠組造小屋裏試験体 軸組造小屋裏･天井裏試験体 
乾式外装 湿式外装 充てん断熱材あり 充てん断熱材なし 

試験体の大きさ W3,000㎜×H3,150㎜ W1,925㎜×H2,730㎜ 

外装側仕様 窯業系サイディング(15 ㎜) 
+構造用合板(9㎜) 

軽量セメントモルタル(15 ㎜)  
+構造用合板(9㎜) 

窯業系サイディング(15㎜) 
+構造用合板(9㎜) 

充てん断熱材 なし なし 袋入グラスウール 10K55 ㎜  
内装側仕様 なし なし、一部せっこうボード9.5㎜ 

外壁の非加熱面側に 
設置した可燃物 

袋入グラスウール（防湿層：ポリエチレンフィルム）  
電気類の配線材料（配線類の CD 管：ポリエチレン製）  
電気類の配線材料（電線類の外皮材：ポリ塩化ビニル製）  

電気類の配線材料（電線類の外皮材：ポリ塩化ビニル製）  
 
 

元となった防火構造の大臣認定番号  PC030BE-9201 PC030BE-9190 PC030BE-9201 PC030BE-9201 
加熱面・載荷の有無 屋外側・載荷あり 屋外側・載荷あり 屋外側・載荷なし 屋外側・載荷なし 

試験年月日 平成 22年 5月 14日 平成 22年 3月 17日 平成 22年 7月 15日 平成 22年 7月 14日 
試験機関 (財)ベターリビング (地独)北海道立総合研究機構 北方建築総合研究所  
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３－１．枠組造小屋裏試験体（A-１・A-２） 
１）試験体の仕様 
試験体図を図５および図６に示す。試験体は外装側に、

構造用面材として構造用合板(9㎜)に張り、外装材にそれ

ぞれ窯業系サイディング(15㎜)を横張り金具留め施工し

たもの（A-１）と軽量セメントモルタル(15㎜)を施工し

たもの（A-２）の２体で、小屋裏の妻壁部分を再現する

ため、防火構造の大臣認定壁体の仕様から、屋内側被覆

である内装材をなくした仕様とした。また小屋裏部分に

ある可燃物を想定し、外壁の非加熱面側の一部に袋入グ

ラスウールおよび電気類の配線材料を設置した。 
２）実験条件 
実験は(財)ベターリビングの実大壁炉を用いて、「防耐

火性能試験・評価業務方法書」5)に従い、構造支持部材

へ長期許容応力度に相当する応力度で載荷しながら

ISO834 に規定する標準加熱曲線による加熱を行った。

加熱時間は2体とも非加熱面における着炎が確認される

までとした。温度測定位置を図７に示す。 
３）実験結果 

A-１では試験開始 30.5 分に、A-２では試験開始 37.5
分にそれぞれ非加熱面において着炎が確認されたため、

A-１は 32 分、A-２は 38 分で加熱を終了した。A-１、

A-２ともに 30 分の遮炎性は確認できた。非損傷性につ

いては、加熱終了時の最大軸方向変位が A-１で 1.2 ㎜

A-２で 1.0㎜と満足している。 
A-１、A-２は全面に内装被覆がなく、裏面温度の測定

位置は、構造用合板裏面の位置となる。A-１、A-２とも

に試験体裏面では、試験開始 30 分での温度上昇度は、

遮熱性の規定値を上回った。内装被覆材なしでは防火構

造外壁としての遮熱性は保持できなかった（表３、図７）。

また外壁の非加熱面側の一部に設置した袋入グラスウー

ルおよび電気類の配線材料の温度は、いずれも試験終了 
 

 
図５ 試験体図（A-１）               図６ 試験体図（A-２） 
 

 

上段：内部温度測定位置 下段：裏面温度測定位置  
図７ 温度測定位置（A-１）※位置はA-1・A-２共通 図８ 試験体裏面の温度推移 
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まで引火温度には至らなかった。（表４） 
以上より、小屋裏の妻壁部分のように内装被覆材がな

い場合では、防火構造の外壁としては、遮炎性および非

損傷性を有しているものの、遮熱性は満たしていない。

しかしながら、小屋裏部分にあると想定される可燃物に

着火するまでには至っていない結果となった。 
 
３－２．軸組造小屋裏・天井裏試験体（B-１・B-２） 
１）試験体の仕様 
試験体図を図９および図 10に示す。1体の試験体に対

し、試験体裏面向かって左側半分に軸組造外壁の小屋裏 
 
表３ 試験開始 30分までの遮熱性の試験結果 
 A-１ 

試験体裏面 
A-２ 

試験体裏面 

遮
熱
性 

初期温度 20℃ 12℃ 
温度上昇度（最高温度） 
※規定値 180K 以下 

181K 
(30分) 

309K 
(30分) 

温度上昇度（平均温度） 
※規定値 140K 以下 

145K 
(30分) 

129K 
(30分) 

 
表４ 可燃物の最高温度と材質の引火温度 

 A-1 
最高温度 

A-2 
最高温度 

材質の 
引火温度 

袋入グラスウール（防湿層） 
材質：ポリエチレン樹脂 

99℃ 
(32分) 

92℃ 
(38分) 

341℃ 

配線類のCD 管 
材質：ポリエチレン樹脂 

91℃ 
(31分) 

108℃ 
(26分) 

341℃ 

電線類の外皮材 
材質：ポリ塩化ビニル樹脂 

73℃ 
(32分) 

71℃ 
(38分) 

391℃ 

    

部分、右側半分に天井裏部分をそれぞれ再現した内装被

覆の仕様とした。左右の区別なく試験体の外装側は、構

造用面材として構造用合板(9㎜)に張り、外装材に窯業系

サイディング(15㎜)を横張り金具留め施工した。 
試験体は、内装被覆がなく露出している小屋裏部およ

び天井裏部に、断熱材がない場合（B-１）と断熱材（袋

入りグラスウール 10K50㎜）を充てんした場合（B-２）

の 2体とした。また小屋裏および天井裏にある可燃物と

して、外壁の非加熱面側の一部に電気類の配線材料を設

置した。 
２）実験方法 
実験は平成 23 年７月 14 日および 15 日に北方建築総

合研究所内の実大壁炉を用いて、「防耐火性能試験・評価

業務方法書」6)に従い、構造支持部材への載荷はせず、

ISO834 に規定する標準加熱曲線による加熱を行った。

加熱時間は 2体とも、30分以上でかつ、燃え抜けがなく

試験が続行できるまでとした。試験体の内部温度はφ

0.68㎜のK 熱電対を用いて各測定位置に埋め込み、裏面

温度はディスク型熱電対を試験体裏面に設置し、それぞ

れ 30 秒ごとに測定を行った。内装被覆がない小屋裏部

および天井裏部の裏面温度は、露出している建材面（B-
１は構造用合板、B-２は、袋入りグラスウール）の温度

と、内装被覆面に幅 100㎜の軒裏試験用標準板(けい酸カ

ルシウム板 8㎜)を設置し、その標準板裏面の温度の両方

を測定した。温度測定位置を図 11に示す。 
３）実験結果 

B-1では試験開始 34分過ぎに構造用合板裏面が、B-2
では試験開始 38 分過ぎに断熱材裏面が、それぞれ黒く

変色し燃え抜ける寸前の状態になったため、B-1は 35 
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図９ 試験体図（B-2）          図10 試験体断面図（左：B-１・右：B-２） 
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分、B-2は 40分で加熱を終了した。B-1、B-2ともに 30
分の遮炎性は確認できた。 

B-１、B-２ともに、試験体左右における小屋裏および

天井裏の違いは、内装被覆材がある所とない所の分布の

違いに過ぎない。よって温度分布については小屋裏およ

び天井裏を分けず、内装被覆材の有無により考察を行う。 
内装被覆のあるせっこうボード裏面（図12）では、平

均温度、最高温度ともに、30分を過ぎた試験終了時でも

100℃以内であり、内装被覆があれば、防火構造として

の遮熱性は十分に確保されていることが確認された。一

方、内装被覆のない小屋裏・天井懐部で、試験体裏面に

あたる B-１の構造用合板裏面、B-２の断熱材裏面では、

いずれも、試験開始20分を過ぎると徐々に上がり始め、

試験開始 30 分での温度上昇度は、遮熱性の規定値を上

回っており、内装被覆材なしでは遮熱性は保持できなか

った（表５、図 13）。またB-２の構造用合板裏面および

電線コードの温度はB-1に比べ、温度が高くなった。B-
２では断熱材により裏面側への放熱が抑えられ、断熱材

より加熱側にある構造用合板および電線コードの温度が 
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図 11 温度測定位置図（左：B-１・右：B-２） 

 
表５ 内装被覆のない小屋裏・天井懐部における試験開始30分までの遮熱性の試験結果 
  B-1 構造用合板裏面 B-2断熱材裏面 B-1標準板裏面 B-2標準板裏面 

遮
熱
性 

初期温度 25℃ 24℃ 25℃ 24℃ 
温度上昇度（最高温度） 
※規定値 180K 以下 204K (30分) 272K (30分) 25K (30分) 61K (30分) 

温度上昇度（平均温度） 
※規定値 140K 以下 180K (30分) 96K (30分) 22K (30分) 33K (30分) 

 

  
図 12 せっこうボード裏面の温度推移 

 
図 13 構造用合板裏面の温度推移 

 

  
図 14 電線コード部の温度推移 図 15 標準板裏面の温度推移 
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高くなったためと考えられる（図13、図 14）。電線コー

ドは、塩化ビニルの引火点である 391℃を、B-1、B-2
ともに 33.5分で超過しており、試験開始30分では引火

点に至らなかった。標準板裏面では、試験開始後 30 分

以降、断熱材裏面の温度上昇に伴い、急激に温度が上昇

したが、試験開始 30 分時点では最高温度、平均温度と

もに 100℃を下回っている。（表５、図15）。 
以上より、小屋裏や天井懐など内装被覆材がない場所

では、遮炎性を有しているものの防火構造の外壁とみた

場合、求められる遮熱性は満たしていない。一方で、標

準板裏面の位置で見ると、試験開始 30 分時点では、遮

熱性の規定値を下回っている。外壁の小屋裏や天井懐な

ど内装被覆材がない場所への延焼防止性能を軒裏のそれ

と同じと仮定できる場合は、今回の外壁仕様で性能を満

足する結果となった。 
外壁に遮熱性が要求されるのは、壁越しに収納可燃物

への着火、燃焼による火災の進展を防ぐためであるが、

小屋裏や天井懐は、居室として使用される場所ではなく、

この空間における可燃物量は居室ほど多くならない。ま

た実験結果より小屋裏部分にある可燃物に着火する可能

性は低いと考えられる。 
 
【謝辞】 
今回の試験実施にあたり、一般財団法人日本ログハウ

ス協会および NPO 法人建築技術支援協会の関係各位に

多大なるご協力を賜りました。ここに深く感謝の意を表

します。 
 
【参考文献】 
1）日本建築センター：準耐火建築物の防火設計指針,1994.6 
2）社団法人日本木造住宅産業協会：木造軸組工法による省令

準耐火構造の住宅 特記仕様書（木住協仕様）マニュア

ル,2005.4 
3) 早稲田大学理工学部建築学科長谷見雄二研究室：省令準耐火

構造の壁－天井のファイヤーストップに関する加熱実験報告

書,2005.1 
4）財団法人ベターリビング：防災評定「枠組壁工法における

小屋裏空間に面する外壁についての防火性能に関する評

定」,2010.4 
5）財団法人ベターリビング：防耐火性能試験・評価業務方法

書,2002.6 
6）地方独立行政法人北海道立総合研究機構：防耐火性能試験・

評価業務方法書,2010.6 
 

24



防耐火性能コンプライアンスの確立と学会の役割 
Compliance of Fire Protection Performance of Building Assemblies and Academic Role  

 
長谷見 雄二 1) 
Yuji HASEMI 

 
 

1)早稲田大学建築学科，教授，工博（169-8555 東京都新宿区大久保 3-4-1，hasemi@waseda.jp） 
Department of Architecture, Waseda University, Professor, Dr.Eng, 

 
 

住宅、部材、防火性能，法適合性，告示，性能評価 
housing, building assembly, fire protection performance, compliance, notification, performance evaluation 

 
1. はじめに 

 戸建等の低層住宅については、敷地条件・施主の要求

の個別性、構法の多様性に加えて、地域・規模による建

築物としての防火規制の多様性を背景に、部材・材料の

防火性能の確保や確認に関する課題が未整理なまま、数

多く存在する。この傾向は、ここ数年来の建築基準法運

用の厳格化にともなって顕在化してきており、建築確認

の現場等では種々の混乱も生じているようであり、製品

開発や建築設計の委縮に原因になっているとの声もある。 
住宅は、施主側に防災性能等を判断する能力を期待でき

ないので、少なくとも、法令レベルの安全性を確実に確

保できるようにする仕組みが必要である。耐火偽装事件

は、従来の規制制度では、その保証が難しいことが明る

みに出たわけであり、認定材料・部材の抜き取り検査を

始めとするその後の法運用の厳格化は、法令レベルの安

全性の達成の確実化のための取り組みといえよう。 
その一方で、住宅生産は、建築材料・部材・建具・設備

などから設計・工事に至るすそ野の広い産業によって成

り立っている。従って、法運用の厳格化によって必要な

防災性能達成の確実化を進めながら、その全体を破綻な

くコーディネートするためには、このすそ野を形作る

各々の要素について、何が達成されなければならないか

を明確化し、達成の程度を確認できるようにする必要が

ある。しかも、このすそ野を形作っている個々の担い手

は、産業としては概ね小規模であり、防火や法令・制度

の専門性の高い課題に取り組む力があるとは言い難い。

法運用の厳格化を背景とする種々の混乱は、防災性能の

確保のための施策と住宅生産の実態の間の齟齬の大きさ

を表しているともいえよう。 
 
2. 建築確認・防火関係認定の厳格化と部材・材料の法適

合性の問題 

 住宅の部材・材料の防火性能の法適合性に関して、法

運用の厳格化にともなって顕在化してきた問題を、問題

としての性格に従って分類すると、次のようなものがあ

げられる。具体的な例等は表 1 に示す。 

 長く存在し、建築確認も通過してきた部材・材料

でありながら、法的にどう位置づけられるのか明確

でなかったり、法運用の厳格化に伴って法的位置づ

けが不明確になった部材・材料である。建築確認の

現場で解釈が分かれたりすることもある。ほとんど

のものは、長い間、使われてきていながら、火災安

全上、特に大きな問題を引き起こしたわけではない

ようだが、法運用の厳格化が続けば、法的位置づけ

は益々不利になってくるだろう。しかし、位置づけ

不明確なものを排除すれば、ただでさえ条件が難し

い都市住宅等の設計を硬直化させてしまいそうであ

る。設計・仕様の多様性を維持しながら、防災上、

特に問題とならないようにする方策が必要である。 

A  一般的に存在しながら法的位置づけが不明確な部

位・材料の存在 

 

 認定部材・材料の抜き取り検査が行われるように

なり、そこで所定の性能が確認されないと、遡って

認定が取り消しになるという仕組みが導入されてい

る。しかし、偽装や故意、あるいは単純なばらつき

以外でも、抜き取り検査で不合格になってしまう可

能性もありそうである。表 1 の B 欄に例を示すが、

試験や性能評価が行われても、現実に建つ住宅や建

築がその性能を満足しないというのでは規制は機能

しなくなるから、本来、抜き取り検査ゆえの問題で

はなく、部材・材料の信頼性そのものの問題といわ

なければならない。一方で、部材・材料は比較的少

ない生産工程で多様な製品が生み出されており、そ

の全てについて個別に性能評価を受けるのでは経済

的に成り立たなくなり、結果として、部材・材料市

場を貧弱にするだろう。主な生産工程を共有する部

材・材料が多品種ある場合、防火性能と仕様の間に

規則性が認められるものは、一括で性能評価できる

ようにすることが期待されよう。そのためには、仕

B 性能評価・認定を受けた製品が性能を満足しなくな

る可能性 
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様詳細⇔防火性能の関係の把握が不可欠である。 
 

3. 部材・材料の法適合性問題の解決に向けて 

 以上の事情がまとまった形で顕在化してきたのは、最

近数年であろうが、より重要な問題は、これらを前向き

に解決していこうとする動きが、直接の関係者たちの間

から立ち上がっているようには見えないことである。 
 以前、試験法まで告示で指定していた頃だったら、こ

れらの課題の多くについては、建設省(当時)がリーダー

シップを取ったかもしれないが、現在の法の仕組みでは、

試験法の設定は、性能評価機関で行うことになっている

し、そもそも、建築確認における法解釈は国交省の手を

離れている。また、認定部材・材料の品質管理(b-1)のよ

うな問題は、行政の管轄で見れば、国交省よりは経産省

マタ―ということであろう。A は、実態は古くから存在

するから、建築確認の現場では、確認検査員が対処に窮

する場合もあると思うが、まだ、法的位置づけがされて

いる部材・材料への読み替えのようなことしかされてい

ないのではないか。一方、B は、業界にとっては重大な

問題であるはずで、事実、大変、困っているという業界

の声は聞くのだが、b-1 などは、本来、法規制等されな

くても業界で取り組むべきモラルの問題ではないだろう

か。少なくとも、北米では遥か以前に、制度的には解決

されている。 
 b-2 についても、10 年くらい前に現在の認定の仕組み

になった直後から、業界で何とかならないかといわれて

いたようなことでありながら、未だに研究レベルの検討

さえ進められていない問題もある。2000 年頃までは、

「何でも建設省にお任せ」的だったのが、防火規制の環

境が複雑化して、その枠組が見通しにくくなり、防火規

制に関して発生する色々な問題について、何をどう検討

して、どこと協議すべきか見当がつかなくなって、立ち

すくんでいるというのが実情だろうが、これほど長きに

わたると、業界の気力の委縮を疑ってしまう。 
 ところで、これらのうち、B は本来、工学的に取り組

まれて然るべき課題群である。また、A も、性能規定化

を背景に、少なくとも、どういう性能が達成されるべき

で、それをどう評価すべきなのかは、法的位置づけが明

確化されているケースを手掛かりに技術的に明確化でき

るはずである。工学的・技術的検討は、進め方が透明化

されていれば、どこで誰が行っても大して違わない結果

になるはずであるから、それを進めるのは、何も、性能

評価機関のように公共性の高い機関でなくても良い。課

題があるとすれば、検討に必要なチームの組織化と、す

ぐには投資の回収を期待し難い課題の対処に関する費用

をどう調達するかというようなことであろう。しかし、

色々な例をみれば、これらもやり方次第ではないだろう

か。 
 建築材料業界を見れば、これまで、性能評価の限界ギ

リギリを狙いすまして色んな製品を世に送り出してきた

メーカーもある。ある意味で、防火性能の制御技術と関

連制度を精緻に研究している、ということであろう。し

かし、建築部材に関するコンプライアンスが、社会から

これほど疑われるようになってみると、いつ性能破綻す

るかわからないギリギリ製品を売り物にするよりも、利

用者ではすぐに確認できない基本性能の信頼性や透明性

を確立して、それを売り物にした方が賢いのではないの

だろうか。少なくとも、そのように指向する企業が成果

をあげられるような仕組みを整備していくことが必要だ

ろう。 
 
4. 告示仕様に関する疑問 

 防火性能のコンプライアンスに関して、現在、直接、

俎上に上がっているのは、認定部材・材料であるが、そ

の影響がこれだけ大きくなってくると、それならば、告

示仕様に問題はないのか、と疑問に思われても不思議で

はない。何しろ、防耐火構造等の告示は、各仕様とも、

構成や主な材料がせいぜい二、三行で説明しているだけ

で、利用上の自由度も高い。設計者、生産者にとって使

い勝手が良いことは確かだが、住まい手や防災安全の従

事者から見れば、認定仕様の扱いの厳密さに対して、告

示はこんなことで本当に必要な性能が維持できているの

か、と疑問に思われる方が自然であろう。課題の例を、

表 1 のC に示した。 
c-2 等は、設計者、生産者からは、寝た子を起こすよ

うな問題提起といわれるかもしれないが、告示仕様はオ

ープン工法として広く使われているだけに、せめて、認

定部材・材料では避けられなくなりつつある品質管理や、

危険を引き起こしかねない野放図な使われ方や致命的な

弱点が発生しないようにする仕組みが必要ではないだろ

うか。 
認定部材の法適合性に関して、これほどの経営リスク

が出現してくると、認定部材・材料でも、事実上オープ

ン工法であるようなものは、いっそ告示に移行した方が

使い勝手が良くなる、という議論も増えてくるだろう。

しかし、オープン工法で告示になると、もう、誰も面倒

をみない、というようになるのも危険である。 c-2 等

は、少なくとも技術的にはB の課題と共通点が多いはず

だから、B と連携させて、検討を進める必要があろう。 
 
5. 部材・材料の防火性能評価に関するその他の課題 

 表 1のD には、その他に部材・材料の防火性能の確保

に関して、気になっている課題も例示してみた。  
d-1 については、オープン工法による防火部材・材料

の豊富化は、住宅市場の活性化や多様化に役立つはずだ

が、企業にとっては、そういうものを開発して認定取得

しても、自社だけで投資回収するのは難しいので、なか

なか進まない。業界団体で技術開発して認定取得するの

も一つの行き方で、事実、筆者等も、その手伝いをして

きたのだが、伝統構法等、仕様条件と達成される防火性
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能の関係がある程度、明らかになってくると、色々な仕

様で法適合できる見通しがたち、技術開発の効率も高ま

りながら、性能評価にかかる費用の大きさゆえに実用化

が足踏みしてしまう場合がある。しかし、このようなも

のに業界が取り組むのは、直接の利益をあげるためとい

うより、構法の多様化や市場の声の吸収のためであるか

ら、内容さえ告示に相応しければ、最初から告示運用さ

れるようにした方がずっと理にかなっている。現在、告

示は、頻繁には追加されるようになっておらず、そのこ

とが防火部材・材料のオープン工法の開発意欲をそいで

いる面があると思われるが、技術開発やその検証プロセ

スの透明化を確保する方策が取られれば、もっと機能的

なものになっていくのではないだろうか。それは、告示

とは違う制度になるのかもしれないが。 
また、d-2 は、防火部材・材料は、現在、法令をもと

に開発され、設計に使われているが、高齢世帯住居、3
階建て等、避難に困難のある住宅等の安全性向上に利す

るようなものの市場が未整備であることへの対策の必要

性として提示した。住宅部材・部品のバリアフリー性能

や防災性能等は、一般市民では、製品やそのカタログを

見ても判断できるようなものではないから、専門的知識

のある第三者機関による評価と、その結果を一般市民に

わかり易く誤解なく表現する仕組みの必要が大きい。現

在は、それが、法規制される性能に関してしか行われて

いないため、高齢化等、社会的必要性は高くても法規制

対象になっていない防災の課題に関しては、既存の法規

制に過度な期待がされたり、驚くような引用がされたり

している、ということではないか。 
住宅に関しては、以前、日本建築センターで住宅性能

評定等が行われ、その一環として、高齢化住宅、3 階建

て等に適した部材・部品がそれなりの市場を生み出して

いた。別に評定制度でなくても良いが、一般市民は、何

を手掛かりに、自分の家族や家計にみあった安全な住宅

を手に入れれば良いのだろうか。また、住宅やその部品

のメーカーは、何を手掛かりに、そうした市場を作って

いくことができるのだろうか。 
 
6. 住宅部材の防災性能のコンプライアンスと学会の役

割 

 火災安全に限らないが、建築防災に関する法令的課題

は、従来、既存の法令では対処困難な災害が現実に起こ

ってしまって解決を迫られるような問題と、研究開発等

の成果の法令・制度への吸収の二つが中心であった。そ

こでは、法・基準の政策化と運用の担い手は鮮明であっ

たが、現下の状況は、地方分権、法基準運用諸場面の民

間開放、全般にわたる規制緩和のもとに、建築の安全性

を支える基盤としての法・基準のあり方全体が見通しに

くくなっている。そこで、ただでさえ、機構改革につき

もののように発生する色々の課題に対しても、どう解決

して良いか、見通せなくなって、事態を複雑化させてい

るということであろう。 
 これらの改善策は、本来、法・基準に直接関わる機関、

特に、新たにそれらの担い手に加わった機関が中心とな

って検討されるべきなのだろうが、なかなか、埒が明か

ない。 
 しかし、防災は、生活に直接関わるという特質、にも

かかわらず、専門知識を持たない一般市民では評価が難

しい点などから考えて、法・基準の運用の検討は、透明

性が必要で、色々なステークホルダーが参加可能な場で

進める必要が大きい。 
 そう考えると、日本の建築産業の現在の仕組みの中で

は、学会のような場でなければ前進できない課題が多い

のではないだろうか。防災法令・基準も性能規定化が進

めば、その主な内容は、否応なく、工学的・技術的な議

論に耐えるものになっていくから、少なくとも、コンプ

ライアンスに係る制度・仕組みの基盤となる技術的な考

え方、情報の確立については、学会等における研究と日

常活動によって得られるものが多いであろう。こうした

視点からの情報発信と意見交換の場の提供が、建築防災

に関する法・基準に関する現下の状況で、学会として果

たすことのできる重要な社会貢献であり、学会としての

新しい存在意義の構築に結び付いていくものと考える。 
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表
1
　

住
宅

の
部

材
・
材

料
の

防
火

性
能

の
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
に

関
す

る
課

題
の

分
類

課
題

の
分

類
・
基

本
的

な
性

格
具

体
的

な
内

容
・
例

コ
メ

ン
ト

A
 一

般
的

に
存

在
し

な
が

ら
法

的
位

置
づ

け
が

不
明

確
な

部
位

・
材

料

a-
1
 防

火
性

能
が

必
要

な
は

ず
だ

が
、

法
解

釈
が

不
明

確
な

部
位

小
屋

組
の

妻
壁

部
分

: 
形

状
は

外
壁

だ
が

、
必

要
な

防
火

性
能

か
ら

見
る

と
、

荷
重

は
屋

根
し

か
支

え
な

い
こ

と
、

屋
内

側
が

居
住

部
分

で
は

な
い

こ
と

等
か

ら
、

軒
裏

に
近

い
と

言
え

る
。

確
認

の
現

場
の

判
断

は
ま

ち
ま

ち
の

よ
う

で
あ

る
。

a-
2
 防

火
上

の
法

的
位

置
づ

け
は

明
確

な
は

ず
だ

が
、

一
般

的
な

試
験

法
に

適
合

し
な

い
た

め
に

防
火

性
能

の
確

認
が

困
難

な
部

位

外
壁

オ
ー

バ
ー

ハ
ン

グ
:　

内
側

が
居

室
で

あ
り

、
外

壁
の

一
部

と
思

わ
れ

る
が

、
下

向
き

水
平

面
で

あ
り

、
外

壁
の

耐
火

加
熱

試
験

に
適

さ
な

い
。

「
下

面
か

ら
加

熱
」
と

い
う

こ
と

な
ら

床
炉

を
使

え
ば

良
い

が
、

外
壁

オ
ー

バ
ー

ハ
ン

グ
の

よ
う

な
「
引

っ
込

ん
だ

部
位

」
の

火
災

加
熱

性
状

は
一

般
外

壁
と

違
う

の
で

は
な

い
か

、
と

い
う

疑
問

は
残

る
。

a-
3
 広

く
使

わ
れ

て
い

る
オ

ー
プ

ン
工

法
・
材

料
で

あ
り

な
が

ら
、

法
的

位
置

づ
け

が
明

確
で

な
い

も
の

防
火

材
料

に
例

示
さ

れ
て

い
な

い
壁

土
、

JA
S
規

格
が

な
い

た
め

に
燃

え
し

ろ
設

計
を

適
用

除
外

さ
れ

た
広

葉
樹

材
な

ど
壁

土
は

、
法

的
位

置
づ

け
が

な
い

ま
ま

放
置

さ
れ

て
き

た
こ

と
が

お
か

し
い

の
で

は
な

い
か

。
有

機
物

を
含

む
か

ら
検

証
が

必
要

で
は

あ
る

が
、

グ
ラ

ス
ウ

ー
ル

等
は

バ
イ

ン
ダ

ー
を

大
量

に
含

む
の

に
不

燃
材

料
で

あ
る

。
広

葉
樹

材
に

つ
い

て
は

、
や

や
長

期
的

だ
が

、
JA

S
規

格
整

備
の

取
り

組
み

が
必

要
。

B
 性

能
評

価
・
認

定
を

受
け

た
製

品
が

性
能

を
満

足
し

な
い

可
能

性
b
-
1
 性

能
評

価
・
認

定
取

得
後

に
出

荷
さ

れ
る

部
材

・
材

料
の

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

の
確

保
建

築
部

材
・
材

料
を

構
成

す
る

素
材

は
、

名
称

は
変

わ
ら

な
く

て
も

組
成

・
デ

ザ
イ

ン
の

細
部

は
日

進
月

歩
で

変
化

す
る

。
そ

の
変

化
は

概
ね

コ
ス

ト
ダ

ウ
ン

、
生

産
合

理
化

を
指

向
し

て
い

る
か

ら
、

放
っ

て
お

け
ば

耐
熱

・
力

学
的

性
能

等
は

低
下

す
る

。
意

図
的

で
な

く
て

も
、

認
定

取
得

後
に

造
ら

れ
る

製
品

が
認

定
条

件
を

満
足

し
な

く
な

る
可

能
性

が
あ

簡
易

な
品

質
管

理
手

法
の

開
発

が
必

要
。

メ
ー

カ
ー

は
自

力
で

の
開

発
能

力
が

な
い

こ
と

が
問

題
。

品
質

管
理

を
仕

事
と

す
る

企
業

が
あ

っ
て

も
良

い
。

b
-
2
 性

能
評

価
を

受
け

た
条

件
で

代
表

で
き

る
部

材
・
材

料
の

構
成

・
仕

様
の

範
囲

の
不

明
確

性

部
材

・
材

料
は

、
一

名
称

で
あ

っ
て

も
多

様
な

要
求

に
応

え
る

た
め

に
素

材
・
構

成
は

多
様

に
な

る
こ

と
が

多
い

。
一

方
、

性
能

評
価

に
は

費
用

が
か

か
り

、
性

能
評

価
機

関
が

処
理

で
き

る
試

験
能

力
に

も
限

界
が

あ
る

た
め

、
試

験
体

仕
様

は
危

険
側

に
な

る
条

件
で

代
表

さ
せ

る
慣

例
で

あ
る

。
生

産
工

程
の

主
要

部
分

が
重

な
る

多
種

の
製

品
の

性
能

評
価

を
少

な
い

試
験

で
評

価
可

能
に

で
き

れ
ば

、
市

場
を

活
性

化
で

き
る

が
、

評
価

の
「
危

険
側

」
ル

ー
ル

が
守

ら
れ

な
い

と
、

安
全

性
の

劣
悪

化
を

招
く

。
「
危

険
側

」
ル

ー
ル

の
徹

底
に

関
す

る
疑

問
と

、
一

評
価

で
認

定
さ

れ
る

範
囲

が
狭

い
と

の
不

満
の

両
方

が
あ

る
。

「
危

険
側

」
ル

ー
ル

の
も

と
で

同
類

多
種

仕
様

の
一

括
評

価
を

可
能

に
す

る
方

法
の

研
究

の
振

興
が

有
効

。
当

事
者

は
、

業
界

と
性

能
評

価
機

関
だ

が
、

研
究

は
、

業
界

だ
け

で
は

信
用

を
得

ら
れ

な
い

可
能

性
が

あ
り

、
性

能
評

価
機

関
だ

け
と

い
う

の
も

無
理

が
あ

る
。

両
者

を
交

え
た

オ
ー

プ
ン

な
検

討
の

場
が

必
要

だ
ろ

う
。

C
 告

示
仕

様
に

関
す

る
疑

問
c-

1
 性

能
規

定
化

か
ら

取
り

残
さ

れ
た

告
示

仕
様

準
耐

火
構

造
建

築
物

の
屋

根
の

防
火

性
能

け
屋

根
の

対
飛

び
火

性
能

試
験

が
準

耐
火

構
造

建
築

物
に

適
用

さ
れ

て
お

ら
ず

、
太

陽
光

発
電

パ
ネ

ル
の

設
置

等
に

も
支

障
と

な
っ

て
い

る
。

準
耐

火
の

屋
根

は
か

な
り

前
か

ら
指

摘
さ

れ
て

い
る

が
、

な
か

な
か

改
善

さ
れ

な
い

。
法

改
正

の
仕

組
が

硬
直

化
し

て
い

る
、

と
い

う
こ

と
で

は
な

い
か

。

c-
2
 告

示
仕

様
の

信
頼

性
防

耐
火

構
造

・
防

火
設

備
等

の
告

示
の

各
仕

様
は

、
ほ

ん
の

一
行

程
度

で
書

か
れ

て
い

る
う

え
に

、
表

面
に

何
を

取
り

付
け

て
も

構
わ

な
い

と
さ

れ
て

い
る

。
設

計
者

・
施

工
者

に
と

っ
て

使
い

勝
手

は
良

い
が

、
そ

れ
で

本
当

に
必

要
な

防
耐

火
性

能
確

保
で

き
て

い
る

の
か

?

告
示

を
補

完
す

る
技

術
指

針
が

必
要

で
は

な
い

か
。

技
術

指
針

の
整

備
は

、
関

連
業

界
が

行
う

と
い

う
こ

と
で

も
良

い
。

D
 そ

の
他

 基
準

に
係

る
課

題
d
-
1
 オ

ー
プ

ン
工

法
に

よ
る

防
耐

火
構

造
・
材

料
を

ど
う

開
発

・
多

様
化

さ
せ

て
い

く
か

例
え

ば
、

伝
統

構
法

等
は

告
示

仕
様

頼
り

だ
が

、
告

示
仕

様
が

少
な

い
。

仕
様

の
増

加
に

つ
い

て
は

、
性

能
評

価
・

認
定

と
い

う
方

法
も

あ
る

が
、

伝
統

構
法

は
オ

ー
プ

ン
工

法
で

あ
る

た
め

、
企

業
は

法
適

合
す

る
新

仕
様

を
開

発
し

て
認

定
取

得
し

て
も

投
資

を
回

収
で

き
ず

、
開

発
意

欲
を

持
て

な
い

。

研
究

開
発

に
基

づ
い

て
告

示
仕

様
を

増
や

し
て

い
く

仕
組

み
が

で
き

な
い

か
。

d
-
2
 法

規
制

対
象

で
は

な
い

が
、

社
会

的
必

要
性

の
高

い
防

火
性

能
を

評
価

す
る

仕
組

み
の

必
要

性

避
難

困
難

の
あ

る
3
階

建
て

住
宅

や
高

齢
者

の
み

世
帯

住
宅

で
は

、
消

防
到

着
ま

で
煙

・
火

災
拡

大
を

抑
制

す
る

間
仕

切
り

壁
・
扉

等
が

人
命

安
全

上
、

有
効

で
あ

ろ
う

。
か

つ
て

、
こ

う
し

た
も

の
に

つ
い

て
、

B
C

Jで
防

災
性

能
評

定
が

行
わ

れ
て

い
た

が
、

第
三

者
に

よ
る

評
価

制
度

が
な

い
と

、
適

正
な

市
場

を
開

拓
で

き
な

い
。
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